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1. 工事計画添付書類に係る補足説明資料 

添付書類の記載内容を補足するための資料を以下に示す。 

 

資料 

No. 
添付書類名称 補足説明資料（内容） 備考 

1 

クラス１機器及び炉心支持構造物の応

力腐食割れ対策に関する説明書に係る

補足説明資料 

1. 概要 

 

2. 新たにクラス１機器及びクラス

１支持構造物として申請する範

囲の系統構成について 

3. 新たにクラス１機器及びクラス

１支持構造物として申請する範

囲の材料について 

2 

発電用原子炉施設の蒸気タービン，ポン

プ等の損壊に伴う飛散物による損傷防

護に関する説明書 

1. 配管破損防護対策について 

 

2. ガスタービン駆動補機（ガスタ

ービン発電機）のミサイル評価

について 

3. ディーゼル駆動補機及びタービ

ン駆動補機の評価対象並びに過

速度トリップ設定値について 

4. 高圧原子炉代替注水ポンプの構

造及び調速装置・非常調速装置

の作動方式について 

3 

原子炉格納容器内の原子炉冷却材の漏

えいを監視する装置の構成に関する説

明書並びに計測範囲及び警報動作範囲

に関する説明書に係る補足説明資料 

1. ドライウェル冷却装置凝縮水流

量測定装置の検出時間について 

 

2. ドライウェル床ドレンサンプ水

位測定装置の演算時間について 

3. ドライウェル冷却装置凝縮水流

量測定装置による漏えい検出の

評価時間の保守性について 

4. 凝縮水量が平衡状態に達する時

間に関する妥当性について 

5. ドレン配管移送時間の算出につ

いて 

6. 漏えい検出設備の検出時間評価

に使用する配管の粗度係数につ

いて 

7. ドライウェル床ドレンサンプ水

位測定装置の漏えい検出の評価

時間の保守性について 

8. ドライウェル床ドレンサンプ水

位測定装置監視不能時の対応に

ついて 

9. コリウムシールドが検出時間に

与える影響について 

10. ドライウェル内雰囲気放射性

物質濃度測定装置の検知性に

ついて 

 

 

 

 

 



4 
流体振動又は温度変動による損傷の防

止に関する説明書に係る補足説明資料 

1. 概要 

 

2. 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡

大範囲及びその他改造範囲の構

成 

3. まとめ 

4. 添付資料 

5 

非常用炉心冷却設備その他原子炉注水

設備のポンプの有効吸込水頭に関する

説明書に係る補足説明資料 

補足 1 

非常用炉心冷却設備その他原子

炉注水設備のポンプの有効吸込

水頭について 

 

補足 2 

原子炉隔離時冷却ポンプ及び高

圧原子炉代替注水ポンプの有効

吸込水頭の評価における原子炉

格納容器の背圧の考慮について 

補足 3 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ

の圧損評価について 

補足 4 

非常用炉心冷却設備その他原子

炉注水設備及び圧力低減設備そ

の他の安全設備で兼用するポン

プの有効 NPSH 評価条件について 

6 
安全弁及び逃がし弁の吹出量計算書に

係る補足説明資料 

1. 原子炉冷却系統施設の安全弁等

の必要な吹出量の設定根拠 

 

2. 計測制御系統施設の安全弁等の

必要な吹出量の設定根拠 

別紙 1 

弁座漏えいを想定する原子炉冷

却材圧力バウンダリの隔離弁及

び作動を期待する安全弁につい

て 

別紙 2 

安全弁及び逃がし弁対象設備の

整理結果について 

7 

高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時

冷却系の第一水源変更に係る補足説明

資料 

1. 概要 

 
2. 安全機能の重要度 

3. 設備の位置付け 

4. 系統構成 

8 
主蒸気隔離弁漏えい制御系の撤去に係

る補足説明資料 

1．概要  

2．系統概要 

3．撤去範囲 

4．撤去理由 

 



資料 No.1 

クラス１機器及び炉心支持構造物の応力腐食割れ対策

に関する説明書に係る補足説明資料 
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1. 概要

本資料は，新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲となった箇

所の系統構成及び材料を説明するものである。 

2. 新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲の系統構成について

今回，新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲は原子炉浄化系

主配管「原子炉圧力容器～原子炉圧力容器ボトムドレンライン合流部」の一部である。 

新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲の概念図を図 1 に示す。 

図 1 新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲の概念図 

原子炉圧力容器

ボトムドレンライン合流部
原子炉

圧力容器

V213-1

MV213-2

M

V213-2

：従来のクラス１申請範囲 

：新たにクラス１として申請する範囲 

：従来のクラス１申請範囲（今回，主配管に該当しない範囲として申請） 
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2.1 新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する経緯について 

従来，原子炉圧力容器底部にクラッド等が堆積するのを防止するためのボトムドレン流

量調整を目的として，ニードル弁（V213-2）を設置しているラインを主配管としていた

が，PLR 配管破断等の LOCA が発生した場合にはボトムドレンラインを通じて炉内からの

冷却材流出を抑制する観点から，原子炉圧力容器により近い箇所で冷却材流出の隔離が

可能となるよう，遠隔操作による弁閉止が可能な電動弁（MV213-2）を設置しているバイ

パスラインを主配管に変更する。 

この変更により，通常運転時において，電動弁（MV213-2）は全開，ニードル弁（V213-

2）は全閉運用となる。

なお，これまでニードル弁（V213-2）により流量調整を行ったことはなく，通常運転時

においてニードル弁（V213-2）は全開運用としていたこと，また，バイパスラインは高

温待機時等の RPV 上下部の温度差が大きくなる場合に電動弁（MV213-2）を全開すること

でボトムドレン流量を増加させ温度差による熱応力を緩和できるよう設置していたが，

これまで運用した実績はないこと及びニードル弁（V213-2）を設置しているラインとバ

イパスラインは同じ配管口径（80A）であり系統流量に影響はないことから，主配管運用

変更による系統機能への悪影響はない。 

ボトムドレンライン主配管変更前後の比較図を図 2に示す。 

従来 変更後 

  

図 2 CUWボトムドレンライン主配管変更前後の比較図 

CUW母管 

RPV 
PLR配管 

V213-2 

（全開運用） 

M 

MV213-2 

（全閉運用） 

主配管 

非主配管 
CUW母管 

RPV 
PLR配管 

V213-2 

（全閉運用） 

M 

MV213-2 

（全開運用） 

主配管 

非主配管 

M M 
PLR 

ポンプへ 

PLR 

ポンプへ 

M M 
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3. 新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲の材料について

新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲について，使用材料を

表 1～表 2，系統概要図を図 3 に示す。 

表 1 新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲の配管の仕様 

最高使用圧力 最高使用温度 外径／厚さ 材料 

8.62 MPa[gage] 302 ℃ 89.1 mm／7.6 mm SUS316TP 

表 2 新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲の弁の仕様 

最高使用圧力 最高使用温度 
主要寸法 

（呼び径） 

材料 

弁箱 弁ふた 

8.62 MPa[gage] 302 ℃ 80A SCS16A SCS16A 
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図 3 新たにクラス１機器及びクラス１支持構造物として申請する範囲の系統概要図 



5 

別紙 1 

原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の供用期間中検査について 

1. 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲の供用期間中検査の概要

新たに原子炉冷却材圧力バウンダリに変更される配管・弁について，非破壊検査（下表

の No.1〜6）については，日本機械学会「発電用原子力設備規格維持規格（2008年版）

JSME S NA1-2008」クラス１機器供用期間中検査を従来より実施していることを確認したた

め，今後も継続して同様の検査を実施する。 

漏えい試験（下表の No.7）については，従来クラス２機器の供用期間中検査を実施して

いる＊ため，今後はクラス１機器の供用期間中検査に組み込み，検査を行っていく。 

原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲について従来クラス１機器の漏えい試験を実施し

ていない理由については２章に示す。 

クラス１機器供用期間中検査項目について表１に示す。

注記＊：残留熱除去系停止時冷却モード戻りライン（Ａ／Ｂ系）の原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ拡大範囲については，従来よりクラス１機器の供用期間中検査の際に第１

隔離弁（逆止弁）のテスト用バイパス弁を開くことで第２隔離弁まで加圧可能で

あるため，クラス１機器の供用期間中検査に含めて漏えい検査を実施している。 

表１ クラス１機器供用期間中検査項目 

No. 検査対象 試験方法 試験程度 検査実績 

1 主配管の溶接継手 
ＵＴ 

（100A以上） 
25%/10年 

実施済み 

（従来よりクラス１機器供

用期間中検査を実施してい

るため，今後も継続して実

施する。） 

2 
主配管の支持部材 

取付け溶接継手 
ＰＴ 7.5%/10年 

3 支持構造物 ＶＴ 25%/10年 

4 
弁のボルト 

締付け部 
ＶＴ 

類似弁毎に 

１弁/10年 

5 
フランジのボルト

締付け部 
ＶＴ 25%/10年 

6 弁本体の内表 ＶＴ 
類似弁毎に 

１弁/10年 

7 
全ての耐圧機器 

（漏えい試験）＊１ 
ＶＴ 100%/１定検 実施予定＊１ 

ＵＴ：超音波探傷試験，ＰＴ：浸透探傷試験，ＶＴ：目視試験（漏えい試験含む） 

注記＊１：今定期検査時は，プラント起動前に実施する。 
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2. 従来の原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲における漏えい試験の考え方について

クラス１機器に対する漏えい試験の要求は JSME S NA1-2008に以下の通り規定されてい

る。 

＜JSME S NA1-2008(抜粋)＞ 

上記のとおり，クラス１機器の漏えい試験の範囲としては，原子炉冷却材圧力バウンダ

リと一致させることが求められていたことから，供用期間中検査において当時の原子炉冷

却材圧力バウンダリのみを漏えい試験の範囲として実施していたことについて問題はな

い。 

一方，新規制にて原子炉冷却材圧力バウンダリが拡大されたことに伴い，原子炉冷却材

圧力バウンダリ拡大範囲においては今後クラス１機器の漏えい試験の範囲に組み込み，検

査を行っていく。 



資料 No.2 

発電用原子炉施設の蒸気タービン，ポンプ等の損壊に伴う 

飛散物による損傷防護に関する説明書に係る補足説明資料 



1. 配管破損防護対策について
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2. パイプホイップレストレイントについて

配管破損防護設計上の防護対策としてのパイプホイップレストレイントについての構造例を図

2－1に示す。パイプホイップレストレイントは，配管破断時の管の変形を拘束するための支持構

造物である。なお，図 2－1は，破損想定位置の管軸方向の変形を拘束することを目的として，第

一曲げ部へ設置した例を示したものである。 

図 2－1 パイプホイップレストレイント構造図（例） 

破損想定位置 
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3. 障壁について

原子炉冷却材圧力バウンダリ（以下「ＲＣＰＢ」という。）の拡大範囲となる主配管の配置及び

障壁による区画を図 3－1に示す。 

図 3－1 障壁による区画図 
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4. 原子炉冷却材圧力バウンダリの配管破損による損傷防護について

4.1 概要 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（原子力規制委員会 2013年

6 月）」第 15 条第 4 項及び「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解

釈（原子力規制委員会 2013 年 6 月）」に基づき，配管の破損に伴う飛散物により発電用原子

炉施設の安全性を損なわない設計とすることについて説明するものである。 

配管破損に関しては，設計基準対象施設に属する設備のＲＣＰＢ範囲のうち，新規制基準に

おいて拡大となった範囲を除く，既存の範囲について配管破損に伴う飛散物により，発電用原

子炉施設の安全性を損なわない設計を行うことについて説明する。 

4.2 基本方針 

設計基準対象施設に属する設備は，内部発生エネルギーの高い流体を内蔵する配管の破損に

伴う飛散物により安全性を損なわない設計とする。 

内部発生エネルギーの高い流体を内蔵する配管については，材料選定，強度設計に十分な考

慮を払うとともに，ＪＥＡＧ４６１３及び SRP3.6.2に基づき配管破損を想定し，その結果生じ

る可能性のある動的影響により，発電用原子炉施設の機能が損なわれることのないよう配置上

の考慮を払うこととする。 

なお，配管破損想定位置の想定にあたって，応力算出には弾性設計用地震動Ｓｄを用いる。 

4.3 評価 

発電用原子炉施設の安全性を損なうことが想定される内部発生エネルギーの高い流体を内蔵

する配管の破損に伴う飛散物により，発電用原子炉施設の安全性を損なわないことを評価する。 

4.3.1 内部発生エネルギーの高い流体を内蔵する配管の破損による飛散物 

4.3.1.1 評価方針 

高温高圧の流体を内包するＲＣＰＢを構成する主配管のうち既存のＲＣＰＢ範囲に

ついて，ＪＥＡＧ４６１３及び SRP3.6.2に基づき配管破損を想定し，以下の評価内容

により評価し，設計上考慮する。なお，ＬＢＢ概念は適用しない。 

ただし，ＪＥＡＧ４６１３に記載されている基準地震動Ｓ1については，弾性設計用

地震動Ｓｄに読み替え，SRP3.6.2 が参照している「STANDARD REVIEW PLAN BRANCH 

TECHNICAL POSITION 3-4 POSTULATED RUPTURE LOCATIONS IN FLUID SYSTEM PIPING 

INSIDE AND OUTSIDE CONTAINMENT(SRP BTP3-4 R2)(U.S. NUCLEAR REGULATORY 

COMMISSION)に記載されている operating basis earthquakeについては，弾性設計用

地震動Ｓｄの 1／3と読み替える。また，ＪＥＡＧ４６１３が参照している「発電用原

子力設備に関する構造等の技術基準（昭和 55年通商産業省告示第５０１号）」に関する

内容及び SRP3.6.2が参照している「2013 ASME Boiler and Pressure Vessel Code」

(The American Society of Mechanical Engineers)に関する内容については，「発電用

原子力設備規格 設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ Ｎ

Ｃ１-2005/2007（日本機械学会 2007年 9月）」（以下「設計・建設規格」という。）に
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従うものとする。 

4.3.1.2 評価内容 

評価においては，配管破損想定位置を考慮した上で，防護対象を防護する。 

(1) 防護対象

防護対象は，原子炉施設の異常状態において，この拡大を防止し，又は緩和する機能

を有するもののうち，次のとおりとする。 

a. 原子炉停止系

b. 炉心冷却に必要な工学的安全施設及び関連施設

c. 原子炉冷却材喪失時に圧力障壁となり，かつ，放射性物質の放散に対する障壁を

形成するよう設計された範囲の施設

(2) 配管破損想定位置

既存のＲＣＰＢ範囲について，ＪＥＡＧ４６１３及び SRP3.6.2 に基づき，ターミナ

ル・エンド及び発生応力又は疲労累積係数が所定の値を超える点を配管破損想定位置

とする。 

a. ターミナル・エンド

b. 供用状態Ａ，Ｂ及び（1／3）・Ｓｄ地震荷重＊に対して次のいずれかの条件を満た

す点

(a) Ｓｎ＞2.4・Ｓｍ，かつ，Ｓｅ＞2.4・Ｓｍ

(b) Ｓｎ＞2.4・Ｓｍ，かつ，Ｓｎ'＞2.4・Ｓｍ

ただし，Ｓｎ ：設計・建設規格 PPB-3531 の計算式に準じて計算した一

次＋二次応力。 

Ｓｅ ：設計・建設規格 PPB-3536(6)の計算式に準じて計算した

熱膨張応力。 

Ｓｎ'：設計・建設規格 PPB-3536(3)のＳｎの計算式に準じて計

算した一次＋二次応力。 

Ｓｍ ：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 lに規定され

る材料の設計応力強さ。 

(c) 疲労累積係数＞0.1

ただし，上述する疲労累積係数は供用状態Ａ，Ｂにおける疲労累積係数に

（1／3）・Ｓｄ（Ｓｄ－Ｄ，Ｓｄ－Ｆ１，Ｓｄ－Ｆ２，Ｓｄ－Ｎ１，Ｓｄ－Ｎ

２，及びＳｄ－１）地震のみによる疲労累積係数を加算したものとする。 

注記＊：Ｓｄ（Ｓｄ－Ｄ，Ｓｄ－Ｆ１，Ｓｄ－Ｆ２，Ｓｄ－Ｎ１，Ｓｄ－Ｎ２，及び

Ｓｄ－１）地震とは，Ⅵ-2「耐震性に関する説明書」のうち，Ⅵ-2-1-1「耐

震設計の基本方針」に示す弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄ，Ｓｄ－Ｆ１，Ｓｄ－

Ｆ２，Ｓｄ－Ｎ１，Ｓｄ－Ｎ２，及びＳｄ－１による動的地震力をいう。な

お，弾性設計用地震動Ｓｄの概要は，Ⅵ-2「耐震性に関する説明書」のうち，
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Ⅵ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」に示す。 

ただし，ＰＣＶ貫通部については次の条件を満たすことで配管破損を想定しない。 

c. 供用状態Ａ，Ｂ及び（1／3）・Ｓｄ地震荷重に対して次の条件を満たすこと。

(a) Ｓｎ≦2.4・Ｓｍ，又は，Ｓｅ≦2.4・Ｓｍ

(b) Ｓｎ≦2.4・Ｓｍ，又は，Ｓｎ'≦2.4・Ｓｍ

(c) 疲労累積係数≦0.1

d. ＰＣＶ貫通部について，破損想定位置における破断荷重によって，ＰＣＶ貫通部

の健全性維持範囲の配管に生じる応力は設計・建設規格 PPB-3520の計算式によ

り計算した応力が 2.25・Ｓｍ及び 1.8・Ｓｙ以下であること。

ただし，Ｓｙ ：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に規定される材

料の設計降伏点。 

(3) 防護対策の実施

配管破損による動的影響により，他の安全機能を有する構築物，系統及び機器が損傷

しないように，必要に応じ以下の措置を講じる設計とする。 

a. 配管破損想定位置と防護対象機器は，十分な離隔距離をとる。

b. 配管破損想定位置又は防護対象機器を障壁で囲む。

c. 上記のいずれかの対策がとれない場合，配管破損による動的影響に十分耐える

パイプホイップレストレイントを設ける。

4.3.1.3 評価結果 

既存のＲＣＰＢ範囲における配管破損に関し，ＪＥＡＧ４６１３及び SRP3.6.2に基

づき評価した結果，発生応力又は疲労累積係数が所定の値を超える点及び各配管にお

けるターミナル・エンドがあり，配管破損を想定する点があることを確認した。既存の

ＲＣＰＢ範囲における配管破損想定位置を表 4－1に，各系統の配管鳥轍図を図 4－1 か

ら図 4－23に示す。 

これらの配管破損想定位置は必要な強度を有するパイプホイップレストレイントが

設置されている，又は設置されていない配管については，配管破損想定位置近傍に防護

対象設備がないことを確認した。したがって，配管の破損に伴う飛散物により発電用原

子炉施設の安全性は損なわれない。 
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表 4－1 既存のＲＣＰＢ範囲における配管破損想定位置 

対象 配管破損想定位置の有無 
パイプホイッ

プレストレイ

ント設置の有

無 

配管破損想定

位置近傍の防

護対象設備の

有無＊ 

系統名 モデル No.
ターミナル・

エンド

発生応力又は

疲労累積係数

が所定の値を

超える点 

給水系 
FW-PD-1 有 無 有 ― 

FW-PD-2 有 無 有 ― 

主蒸気系 

MS-PD-1 有 有 有 ― 

MS-PD-2 有 有 有 ― 

MS-PD-3 有 有 有 ― 

MS-PD-4 有 有 有 ― 

原子炉 

再循環系 

PLR-PD-1 有 無 有 ― 

PLR-PD-2 有 無 有 ― 

原子炉隔離時

冷却系 

RCIC-PD-1 無 無 無 ― 

RCIC-R-3 無 無 無 ― 

残留熱除去系 

RHR-PD-4 有 無 有 ― 

RHR-PD-5 有 無 有 ― 

RHR-PD-6 有 無 有 ― 

RHR-PD-7 有 無 無 無 

RHR-R-5A 無 無 無 ― 

RHR-R-11 無 無 無 ― 

RHR-R-16 無 無 無 ― 

原子炉浄化系 
CUW-PD-1 有 有 無 無 

CUW-R-1 無 無 無 ― 

高圧炉心 

スプレイ系

HPCS-PD-1 有 無 有 ― 

HPCS-R-2 無 無 無 ― 

低圧炉心 

スプレイ系

LPCS-PD-1 有 無 有 ― 

LPCS-R-2 無 無 無 ― 

注記＊：「ターミナル・エンド」及び「発生応力又は疲労累積係数が所定の値を超える点」が両方「無」

の場合，又は「パイプホイップレストレイント設置の有無」が「有」の場合は「配管破損

想定位置近傍の防護対象設備の有無」を確認する必要がないことから「―」と表記する。 
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図 4－1 配管鳥瞰図（給水系 FW-PD-1） 

図 4－2 配管鳥瞰図（給水系 FW-PD-2） 
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図 4－3 配管鳥瞰図（主蒸気系 MS-PD-1） 

図 4－4 配管鳥瞰図（主蒸気系 MS-PD-2） 
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図 4－5 配管鳥瞰図（主蒸気系 MS-PD-3） 

図 4－6 配管鳥瞰図（主蒸気系 MS-PD-4） 
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図 4－7 配管鳥瞰図（原子炉再循環系 PLR-PD-1） 

図 4－8 配管鳥瞰図（原子炉再循環系 PLR-PD-2） 
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図 4－9 配管鳥瞰図（原子炉隔離時冷却系 RCIC-PD-1） 

図 4－10 配管鳥瞰図（原子炉隔離時冷却系 RCIC-R-3） 
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図 4－11 配管鳥瞰図（残留熱除去系 RHR-PD-4） 

図 4－12 配管鳥瞰図（残留熱除去系 RHR-PD-5） 
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図 4－13 配管鳥瞰図（残留熱除去系 RHR-PD-6） 

図 4－14 配管鳥瞰図（残留熱除去系 RHR-PD-7） 
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図 4－15 配管鳥瞰図（残留熱除去系 RHR-R-5A） 

図 4－16 配管鳥瞰図（残留熱除去系 RHR-R-11） 
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図 4－17 配管鳥瞰図（残留熱除去系 RHR-R-16） 

図 4－18 配管鳥瞰図（原子炉浄化系 CUW-PD-1） 
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図 4－19 配管鳥瞰図（原子炉浄化系 CUW-R-1） 

図 4－20 配管鳥瞰図（高圧炉心スプレイ系 HPCS-PD-1） 
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図 4－21 配管鳥瞰図（高圧炉心スプレイ系 HPCS-R-2） 

図 4－22 配管鳥瞰図（低圧炉心スプレイ系 LPCS-PD-1） 
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図 4－23 配管鳥瞰図（低圧炉心スプレイ系 LPCS-R-2） 
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5. 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲及びボトムドレンライン変更範囲について

原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲及びボトムドレンライン変更範囲を図 5－1から図 5－3に示す。

図 5－1 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲（残留熱除去系系統図（Ａ系）より） 
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図 5－2 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲（残留熱除去系系統図（Ｂ系）より） 
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図5－3 ボトムドレンライン運用変更範囲（原子炉浄化系系統図より） 
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1. 概要

ガスタービン駆動補機については，使用材料の検査，製品の品質管理，規格等に基づき

安全設計及び定期検査により損壊防止を図ること，並びに調速装置及び非常調速装置を設

けることにより損壊防止対策が十分実施される。 

調速装置は，通常運転時の定格回転速度を一定に制御する機能及び事故時等の回転速度

上昇を抑制する機能を有しており，事故時等において回転速度が定格回転速度以上に上昇

しても，調速装置の機能により非常調速装置が作動する回転速度未満に制御できるように

設計する。 

非常調速装置は，万一，調速装置が機能することなく異常な過回転が生じた場合におい

ても，「発電用火力設備に関する技術基準を定める省令」及び「発電用火力設備の技術基準

の解釈」に適合する定格回転速度の 1.11倍を超えない範囲で作動し機器を自動停止させる

ことにより，本設定値以上のオーバースピードとならない設計とし，オーバースピードに

起因する機器の損壊を防止する。 

また，各機器については非常調速装置が実作動するまでのオーバースピード状態におい

ても構造上十分な機械的強度を有する設計とし，非常調速装置については，各機器をオー

バースピード状態にして非常調速装置の作動確認を行うとともに，非常調速装置が実作動

するまでのオーバースピード状態の健全性を確認することにより，機器の損壊を防止す

る。 

以上のことにより，タービンミサイルが発生するような事故は極めて起こりにくいと考

えられる。しかしながら，ガスタービンについては定格回転速度が 18000 min-1 と非常に高

速であることを踏まえ，仮想的にインペラ及びタービンディスクが損壊することを想定

し，昭和 52 年 7 月 20 日付け原子力委員会原子炉安全専門審査会報告書「タービンミサイ

ル評価について」（以下「ミサイル評価報告書」という。）に基づき影響を評価する。

2. 評価対象

ガスタービン駆動補機（ガスタービン発電機）

機種    ： 

定格回転速度   ： 18000 min-1 

過速度トリップ  ：  min-1 

圧縮機      ： 

タービン   ： 
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3. 評価方針

ガスタービン駆動補機（ガスタービン発電機）のインペラ及びタービンディスク損壊を

想定した場合における，ケーシング等の防護壁の貫通有無を評価する。 

4. 評価内容

ケーシングの貫通に対する評価については，ミサイル評価報告書及び「ISES7607-3 軽水

炉構造機器の衝撃荷重に関する調査その 3 ミサイルの衝突による構造壁の損傷に関する評

価式の比較検討」（高温構造安全技術研究組合）（以下「ISES 7607」という。）に記載の BRL

式(Ballistic Research Laboratories Formula）を用いて評価を行う。 

また，評価においては，ミサイル評価報告書に基づき，以下の条件を考慮する。 

(1) 評価条件

a. ミサイル発生時の回転速度は設計過速度の上限値とする。（ min-1) 

b. ディスクは破損する際，等分な四分割のミサイル化を考慮する。

c. 貫通厚さの算出については，鋼板に対する貫通評価式として BRL式を使用する。

(2) BRL式を用いた評価

タービンミサイルの防護壁に必要な板厚は，ISES 7607「3.鋼板に対する評価」の BRL

式から求め，影響を評価する。 

Ｔ
3/2

＝
0.5・Ｍ・Ｖ

2

17400・Ｋ
2
・ｄ

3/2
・・・ BRL 式

ここで， 

Ｔ ＝鋼板貫通厚さ（inch） 

Ｍ ＝ミサイル質量（lb・sec2/ft） 

Ｖ ＝ミサイル速度（ft/sec） 

ｄ ＝ミサイル直径（inch） 

Ｋ ＝鋼板の grade に関する定数（≒1.0）である。 

ISES 7607「3.鋼板に対する評価」の BRL式については，ヤード・ポンド単位のもので

あり，SI単位に換算すると，以下のとおりとなる。 

Ｔ’＝2.54×10−2×T（m） 

Ｍ’＝14.6×M（kg） 

Ｖ’＝0.3048×V（m/s） 

ｄ’＝2.54×10−2×d（m） 
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したがって，SI 単位では BRL式は以下のとおりとなる。なお，本式については，添付

書類 Ⅵ-3「強度に関する説明書」のうちⅥ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の

強度計算の方針」での強度計算式と同一である。 

Ｔ’
3/2

＝
0.5・Ｍ’・Ｖ’

2

1.4396・109・Ｋ
2
・ｄ’

3/2

(3) タービンミサイル計算条件及び計算値

タービンミサイルの計算条件及び計算値を以下の表 4－1 に示す。

表 4－1 タービンミサイル計算条件及び計算値 

評価部位 

ミサイル

質量

Ｍ’（kg） 

ミサイル

速度

Ｖ’（m/s） 

ミサイル

直径

ｄ’（m） 

鋼板の 

grade に 

対する定数 

Ｋ 

防護上 

必要な板厚 

Ｔ’（mm） 
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(4) ガスタービン構造図

ガスタービンの構造を以下の図 4－1に示す。

図 4－1 ガスタービン構造図 
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5. 評価結果

ガスタービン駆動補機に関して，仮想的にインペラ及びタービンディスクが損壊するこ

とを想定しても，ケーシング厚さはタービンミサイルの防護上必要な板厚を上回ることか

ら，損壊した回転体がケーシングを貫通することなくケーシング内部に留まるため，ター

ビンミサイルは発生しない。 

仮想的損壊時のミサイル評価結果を表 5－1に示す。 

表 5－1 ガスタービン駆動補機（ガスタービン発電機）のミサイル評価結果 

評価部位 ケーシング板厚（mm） 防護上必要な板厚（mm） 評価 
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ー
ビ
ン
デ
ィ
ス
ク
を
考
慮
す
る
。
 

ⅳ
) 
評
価
対
象
外
（
Ｐ
Ｔ
Ｏ
シ
ャ
フ
ト
：
重
心
位
置
が
中
央
寄
り
で
あ
る
た
め
，
評
価
速
度
（
ミ
サ
イ
ル
速
度
：
Ｖ
）

が
小
さ
く
飛
散
時
の
エ
ネ
ル
ギ
が
小
さ
い
。
）
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タ
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ミ
サ
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ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
駆
動
補
機
（
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
）
の
ミ
サ
イ
ル
評
価
（
ケ
ー
シ
ン

グ
貫
通
評
価
）
 

２
.

ミ
サ
イ
ル
防
護
の
対
象
と
す
べ
き
機
器
等

(1
)

以
下
の
観
点
か
ら
対
象
を
選
定
す
る
。

ⅰ
) 
原
子
炉
の
安
全
な
停
止
機
能
の
確
保
 

ⅱ
) 
原
子
炉
格
納
容
器
と
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
同
時
破
損
防
止
 

ⅲ
) 
燃
料
及
び
使
用
済
燃
料
プ
ー
ル
の
健
全
性
の
確
保
 

ⅳ
) 
残
留
熱
除
去
機
能
の
確
保
 

ⅴ
) 
非
常
用
電
源
の
確
保
 

 上
記
の
う
ち
 

系
統
の
多
重
性
、
配
置
等
の
関
連
で
具
体
的
に
格
納
容
器
内
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
、
使

用
済
燃
料
プ
ー
ル
が
対
象
と
な
る
 

３
.

確
率
評
価
の
モ
デ
ル

タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
イ
ル
の
評
価
は
発
生
確
率
（
Ｐ

１
）、

到
達
確
率
（
Ｐ

２
）
、
破
損
確
率
（
Ｐ

３
）

を
総
合
し
た
下
記
の
式
に
よ
り
行
う
こ
と
と
す
る
。
 

Ｐ
＝
∑
（
Ｐ

１
i×

Ｐ
２
i×

Ｐ
３
i）

  
（
ⅰ
＝
Ｂ
，
Ｃ
，
Ｄ
，
Ｒ
）
 

但
し

 
Ｂ
：
低
圧
タ
ー
ビ
ン
羽
根
 

Ｃ
：
Ｔ
－
Ｇ
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
 

Ｄ
：
低
圧
タ
ー
ビ
ン
デ
ィ
ス
ク
 

Ｒ
：
タ
ー
ビ
ン
ロ
ー
タ
、
発
電
機
ロ
ー
タ
 

(
1)

発
生
確
率
（
Ｐ

１
）

Ⅰ
，
１
で
想
定
さ
れ
て
い
る
各
項
目
が
ミ
サ
イ
ル
化
す
る
確
率
は
、
理
論
的
な
確
率
評
価

に
も
と
づ
き
、
そ
の
妥
当
性
が
確
認
さ
れ
た
も
の
、
も
し
く
は
、
実
績
に
基
づ
き
そ
の
妥
当

性
が
確
認
さ
れ
た
も
の
を
使
用
す
る
。
 

妥
当
性
が
確
認
さ
れ
な
い
と
き
は
、
ミ
サ
イ
ル
確
率
（
∑
Ｐ

１
i）

は
１
．
０

－
４
／
年

（
１
）

と
す
る
。
 

低
圧
タ
ー
ビ
ン
デ
ィ
ス
ク
の
ミ
サ
イ
ル
発
生
確
率
は
５
×
１
０

－
５
／
年
と
す
る
。
 

2
.
ミ
サ
イ
ル
防
護
の
対
象
と
す
べ
き
機
器
等

評
価
対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）

3
.
確
率
評
価
の
モ
デ
ル

評
価
対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）

(
1)

発
生
確
率

評
価
対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）

ⅰ
 

ⅰ
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サ
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ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
駆
動
補
機
（
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
）
の
ミ
サ
イ
ル
評
価
（
ケ
ー
シ
ン

グ
貫
通
評
価
）
 

(
2)

到
達
確
率
（
Ｐ

２
）

Ⅰ
，
２
の
対
象
物
に
到
達
す
る
確
率
は
次
の
条
件
で
算
出
し
た
も
の
と
す
る
。

①
低
圧
タ
ー
ビ
ン
羽
根

ⅰ
) 
低
圧
タ
ー
ビ
ン
最
終
段
動
翼
１
枚
が
ミ
サ
イ
ル
化
し
た
と
考
え
る
。
 

ⅱ
) 
飛
散
羽
根
は
羽
根
植
込
部
を
含
め
た
も
の
と
す
る
。
 

ⅲ
) 
ミ
サ
イ
ル
発
生
時
の
回
転
速
度
は
設
計
過
速
度
の
上
限
値
と
す
る
。
 

ⅳ
) 
外
部
ケ
ー
シ
ン
グ
に
よ
り
飛
び
出
し
た
時
の
残
存
エ
ネ
ル
ギ
率
を
２
％
と
す
る
。

 

ⅴ
) 

ミ
サ
イ
ル
の
飛
び
出
し
角
度
の
確
率
分
布
に
つ
い
て
は
０
～
２
５
°
（
外
側
）
の
偏
角
内
に

一
様
と
す
る
。
 

②
Ｔ
－
Ｇ
カ
ッ
プ
リ
ン
グ

ⅰ
) 
ロ
ー
タ
に
焼
ば
め
し
た
部
分
か
ら
脱
落
飛
散
し
て
ミ
サ
イ
ル
化
し
た
も
の
と
し
て
考
え
る
。
 

ⅱ
) 
ミ
サ
イ
ル
発
生
時
の
回
転
速
度
は
設
計
過
速
度
の
上
限
値
と
す
る
。
 

ⅲ
) 
脱
落
後
の
飛
び
出
し
時
の
残
存
エ
ネ
ル
ギ
率
を

4.
5％

と
す
る
。
 

ⅳ
) 

ミ
サ
イ
ル
の
飛
び
出
し
角
度
の
確
率
分
布
に
つ
い
て
は
±
２
５
°
の
偏
角
内
に
一
様
に
分
布

す
る
も
の
と
す
る
。
 

③
低
圧
タ
ー
ビ
ン
デ
ィ
ス
ク

ⅰ
) 

低
圧
タ
ー
ビ
ン
デ
ィ
ス
ク
の
う
ち
１
段
が
ミ
サ
イ
ル
化
し
た
と
考
え
格
段
の
到
達
確
率
を
平

均
し
て
求
め
る
。
 

ⅱ
) 

ミ
サ
イ
ル
の
飛
び
出
し
角
度
の
確
率
分
布
に
つ
い
て
は
最
終
段
デ
ィ
ス
ク
０
～
２
５
°
（
外

側
）

(3
) 、

中
間
段
デ
ィ
ス
ク
±
５
°

(3
) の

偏
角
内
に
一
様
に
分
布
す
る
も
の
と
す
る
。

 

ⅲ
) 
ミ
サ
イ
ル
発
生
時
の
回
転
速
度
は
設
計
過
速
度
の
上
限
値
と
す
る
。
 

ⅳ
) 
デ
ィ
ス
ク
は
破
損
す
る
際
、
等
分
に
四
分
割
し
、
上
方
に
２
片
の
ミ
サ
イ
ル
化
を
考
慮
す
る
。 

(
2)

到
達
確
率

①
低
圧
タ
ー
ビ
ン
の
羽
根

評
価
対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）

②
Ｔ
－
Ｇ
カ
ッ
プ
リ
ン
グ

評
価
対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）

③
タ
ー
ビ
ン
デ
ィ
ス
ク

ⅰ
) 
評
価
対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）
 

ⅱ
) 
評
価
対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）
 

ⅲ
) 
ミ
サ
イ
ル
発
生
時
の
回
転
速
度
は
設
計
過
速
度
の
上
限
値
と
す
る
。
 

過
速
度
ト
リ
ッ
プ
設
定
値
の

mi
n
-1
 と

す
る
。
 

・
原
子
力
蒸
気
タ
ー
ビ
ン
は
，
蒸
気
加
減
弁
を
急
閉
し
て
も
，
蒸
気
加
減
弁
が
閉
ま
る
ま
で
に
蒸
気
が
流
れ
て

お
り
，
ま
た
，
蒸
気
加
減
弁
か
ら
タ
ー
ビ
ン
ま
で
の
間
に
お
い
て
も
蒸
気
が
残
っ
て
お
り
，
過
速
度
回
転
か

ら
オ
ー
バ
ー
シ
ュ
ー
ト
量
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

・
一
方
で
，
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
は
，
燃
焼
ガ
ス
は
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
本
体
内
に
あ
る
の
み
で
あ
り
，
燃
料
遮
断
し
た

後
に
は
タ
ー
ビ
ン
を
加
速
さ
せ
る
ほ
ど
の
燃
焼
ガ
ス
は
残
っ
て
い
な
い
。
ま
た
，
圧
縮
機
と
タ
ー
ビ
ン
が
同

軸
で
繋
が
っ
て
お
り
，
機
能
的
に
は
タ
ー
ビ
ン
が
回
転
す
る
と
，
圧
縮
機
が
ブ
レ
ー
キ
役
に
な
る
た
め
，
タ

ー
ビ
ン
は
オ
ー
バ
ー
シ
ュ
ー
ト
し
に
く
く
な
っ
て
い
る
。

ⅳ
) 
デ
ィ
ス
ク
は
破
損
す
る
際
，
等
分
に
四
分
割
し
，
上
方
に

2 
片
の
ミ
サ
イ
ル
化
を
考
慮
す
る
。
 

デ
ィ
ス
ク
は
破
損
す
る
際
，
等
分
な
四
分
割
の
ミ
サ
イ
ル
化
を
考
慮
す
る
。
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ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
駆
動
補
機
（
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
）
の
ミ
サ
イ
ル
評
価
（
ケ
ー
シ
ン

グ
貫
通
評
価
）
 

④
そ
の
他

高
圧
タ
ー
ビ
ン
ロ
ー
タ
、

発
電
機
ロ
ー
タ
に
関
し
て
ミ
サ
イ
ル
化
が
考
え
ら
れ
る
も
の
に
つ
い

て
は
低
圧
タ
ー
ビ
ン
デ
ィ
ス
ク
に
準
じ
た
評
価
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 

(
3)

破
損
確
率
（
Ｐ

３
）

タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
イ
ル
の
衝
突
に
よ
り
Ⅰ
，
２
の
対
象
物
が
破
損
す
る
確
率
は
、
そ
の
妥
当
性
が
確

認
さ
れ
た
も
の
を
使
用
す
る
。
妥
当
性
が
確
認
さ
れ
な
い
と
き
は
，
破
損
確
率
を
１
と
す
る
。
 

Ⅱ
 
判
 
定
 
基
 
準
 

基
本
的
な
考
え
方
は
、
タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
イ
ル
に
よ
り
安
全
上
重
要
な
機
器
（
Ⅰ
，
２
の
機
器
）
が
破
損

す
る
確
率
が
１
０

－
７
／
年

(1
) 以

下
と
な
る
こ
と
を
確
認
す
る
こ
と
で
あ
る
。
 

具
体
的
な
判
断
基
準
は
以
下
の
と
お
り
と
す
る
。
 

１
.

到
達
確
率
（
∑
Ｐ

２
i）

の
み
で
評
価
す
る
場
合
に
は
Ⅰ
，
２
の
そ
れ
ぞ
れ
対
象
と
す
べ
き
機
器
に

対
し
、
そ
の
確
率
が
１
０

－
３
(1
) 以

下
で
あ
れ
ば
Ｐ

１
が
１
０

－
４
／
年
と
し
て
も
総
合
的
に
み
て
機
器

が
破
損
す
る
確
率
は
１
０

－
７
／
年
以
下
と
な
る
と
評
価
し
て
よ
い
。

１
０

－
３
を
こ
え
る
場
合
に
は
配
置
の
変
更
、
ま
た
は
防
護
対
策
の
強
化
等
に
よ
り
１
０

－
３
以
下
に

で
き
れ
ば
よ
い
。
 

２
.

上
記
Ⅱ
，
１
を
満
足
し
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
、
ミ
サ
イ
ル
発
生
確
率
Ｐ

１
i
に
つ
い
て
評
価
し
て

∑
（
Ｐ

１
i×

Ｐ
２
i）

が
１
０

－
７
／
年
以
下
と
な
れ
ば
よ
い
。

３
.

上
記
Ⅱ
，
２
を
満
足
し
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
さ
ら
に
破
損
確
率
Ｐ

３
i
を
評
価
し
て
全
体
と
し
て

∑
（
Ｐ

１
i×

Ｐ
２
i×

Ｐ
３
i）

の
値
が
１
０

－
７
／
年
以
下
で
あ
れ
ば
よ
い
。

付
録
 

１
.

ミ
サ
イ
ル
発
生
時
の
エ
ネ
ル
ギ

ミ
サ
イ
ル
発
生
時
の
エ
ネ
ル
ギ
と
し
て
は
、
タ
ー
ビ
ン
の
回
転
に
よ
る
運
動
エ
ネ
ル
ギ
の
み
と
し
、
ミ

サ
イ
ル
化
の
際
の
弾
性
歪
、
車
室
内
蒸
気
エ
ネ
ル
ギ
の
効
果
は
考
慮
し
な
い
。

④
そ
の
他

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
の
評
価
と
し
て
，
イ
ン
ペ
ラ
の
損
壊
を
考
慮
し
，
上
記
③
（
タ
ー
ビ
ン
デ
ィ
ス
ク
）
の
ⅲ
 

及
び
ⅳ
に
準
じ
た
評
価
を
行
う
。
 

(
3)

破
損
確
率

対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）

Ⅱ
 判

定
基
準
 

対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）
 

1
.
ミ
サ
イ
ル
発
生
時
の
エ
ネ
ル
ギ

対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）

ⅰ
 

ⅰ
 

ⅰ
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ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
駆
動
補
機
（
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
）
の
ミ
サ
イ
ル
評
価
（
ケ
ー
シ
ン

グ
貫
通
評
価
）
 

２
.

デ
ィ
ス
ク
ミ
サ
イ
ル
の
ケ
ー
シ
ン
グ
貫
通
後
の
飛
び
出
し
速
度

ケ
ー
シ
ン
グ
貫
通
部
の
飛
び
出
し
速
度
は

V
mi
n～

Vm
ax

に
一
様
に
分
布
す
る
と
す
る
。
こ
こ
で

Vm
ax

及
び

Vm
in

は
内
部
固
定
構
造
物

(ノ
ズ
ル
、
ダ
イ
ア
フ
ラ
ム
外
輪
、
翼
根
リ
ン
グ
、
翼
環
な
ど

)の
変

形
、
内
部
ケ
ー
シ
ン
グ
及
び
外
部
ケ
ー
シ
ン
グ
の
変
形
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
損
失
及
び
飛
散
物
の
変

形
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
損
失
を
考
慮
し
て
求
め
た
最
大
及
び
最
小
速
度
で
あ
る
。
な
お
，
変
形
及
び
貫

通
に
用
い
る
式
は
理
論
や
実
験
で
裏
付
け
ら
れ
、
タ
ー
ビ
ン
ケ
ー
シ
ン
グ
構
造
に
対
し
妥
当
と
考
え

ら
れ
る
式
を
使
用
す
る
も
の
と
す
る
。
 

な
お
ケ
ー
シ
ン
グ
内
部
で
は
直
進
及
び
回
転
エ
ネ
ル
ギ
を
評
価
す
る
が
、
ケ
ー
シ
ン
グ
を
飛
び
出

し
た
後
は
す
べ
て
直
進
エ
ネ
ル
ギ
に
な
る
も
の
と
す
る
。
 

３
.

到
達
確
率
（
Ｐ

２
i）

の
評
価
法

計
算
方
法
に
つ
い
て
は
Ｓ
Ｒ
Ｐ

 
3.
5.
1.
3
Ap
pe
nd
ix
 
A
(2
) 又

は
立
面
の
効
果
を
考
慮
出
来
る
同
等
の

方
法

（
３
）
を
準
用
す
る
。
 

４
.

貫
通
厚
さ
（
Ｔ
）
の
算
出
に
つ
い
て

以
下
に
示
す
式
及
び
係
数
を
使
用
す
る
。

（
１
）
コ
ン
ク
リ
ー
ト
に
対
し
て
は
修
正
Ｎ
Ｄ
Ｒ
Ｃ
の
式

(1
)(
4)
を
使
用
す
る
。
 

形
状
係
数
（
Ｎ
）
に
つ
い
て
は
 

タ
ー
ビ
ン
羽
根

 
 
 
 
Ｎ
＝
１
．
１
４
 

Ｔ
－
Ｇ
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
 
Ｎ
＝
０
．
７
２
 

デ
ィ
ス
ク

 
Ｎ
＝
０
．
８
４
 

ロ
ー
タ

Ｎ
＝
０
．
８
４
 

2
.
デ
ィ
ス
ク
ミ
サ
イ
ル
の
ケ
ー
シ
ン
グ
貫
通
後
の
飛
び
出
し
速
度

対
象
外
（
ミ
サ
イ
ル
と
な
っ
た
場
合
の
評
価
事
項
）

・
本
評
価
は
主
タ
ー
ビ
ン
等
大
型
タ
ー
ビ
ン
評
価
に
用
い
る
も
の
で
あ
り
，
実
施
試
験
結
果
等
を
踏
ま
え
構
築
デ

ー
タ
が
得
ら
れ
て
い
る
場
合
の
評
価
で
あ
る
。
小
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並びに過速度トリップ設定値について 
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1. ディーゼル駆動補機，蒸気タービン駆動補機及びガスタービン駆動補機の評価対象につ

いて 

ディーゼル駆動補機，蒸気タービン駆動補機及びガスタービン駆動補機の高速回転機器

の損傷に関しては，高速回転機器が加速度に起因する損傷に伴う飛散物とならないことを

説明するものであるが，設計基準対象施設に関しては技術基準規則の要求事項に変更がな

い。 

このことから，今回の評価対象機器としては，ディーゼル駆動補機，蒸気タービン駆動

補機及びガスタービン駆動補機のうち，新たな設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

とする。 

表 1－1にディーゼル駆動補機，蒸気タービン駆動補機及びガスタービン駆動補機の評価

対象を示す。 

表 1－1 ディーゼル駆動補機，蒸気タービン駆動補機及びガスタービン駆動補機の評価対象 

補機（回転機器） 
ディーゼル 

駆動 

ガスタービン 

駆動 

蒸気タービン 

駆動 

評価 

対象 

設
計
基
準
対
象
施
設 

原子炉隔離時冷却ポンプ 〇 

蒸気タービン 〇 

非常用ディーゼル発電設備 〇 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電設備 
〇 

タービン駆動原子炉給水ポンプ 〇 

発電機 〇 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

大量送水車 ○＊ 〇 

大型送水ポンプ車 ○ 〇 

高圧原子炉代替注水ポンプ ○ 〇 

ガスタービン発電機 ○ 〇 

高圧発電機車 ○ 〇 

可搬式窒素供給装置用発電設備 ○ 〇 

緊急時対策所用発電機 ○ 〇 

注記＊：大量送水車の送水ポンプについては，非常調速装置がないため，異常な過回転に伴

う異常振動等が確認された場合，手動での非常停止が可能な設計とする。 



3-2

2. ディーゼル駆動補機，蒸気タービン駆動補機及びガスタービン駆動補機の過速度トリッ

プ設定値について 

高速回転機器のうち，非常調速装置を設けている新たな設計基準対象施設及び重大事故

等対処設備であるディーゼル駆動補機，蒸気タービン駆動補機及びガスタービン駆動補機

の過速度トリップの設定値をそれぞれ表 2－1，表 2－2及び表 2－3に示す。 

表 2－1 ディーゼル駆動補機の過速度トリップ設定値 

機器（回転機器） 

回転速度 

定格 

回転速度 

（min-1） 

過速度 

トリップ

回転速度 

（min-1） 

＜参考＞ 

発火基準＊１ 

(非常調速装置) 

＜参考＞ 

ＮＥＧＡ＊２ 

（保護装置） 

大型送水ポンプ車 2300 
2645 

（約 115％） 

1.16倍を 

超える以前 
116％以下 

高圧発電機車 1800 
2088 

（約 116％） 

可搬式窒素供給装置用

発電設備 
1800 

2070 

（約 115％） 

緊急時対策所用発電機 1800 
2070 

（約 115％） 

注記＊１：発電用火力設備に関する技術基準を定める省令及び発電用火力設備の技術基準の

解釈に基づく過速防止装置の作動範囲 

  ＊２：可搬形発電設備技術基準（ＮＥＧＡ Ｃ ３３１：2005）に基づく過回転防止装

置の動作値 

表 2－2 蒸気タービン駆動補機の過速度トリップ設定値 

機器（回転機器） 

回転速度 

定格回転速度 

（min-1） 

過速度トリップ回転

速度 

（min-1） 

＜参考＞ 

ISO 10437 

高圧原子炉代替注水

ポンプ 
120％以下 
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表 2－3 ガスタービン駆動補機の過速度トリップ設定値 

機器（回転機器） 

回転速度 

定格回転速度 

（min-1） 

過速度 

トリップ

回転速度 

（min-1） 

＜参考＞ 

発火基準＊ 

（非常調速装置） 

ガスタービン発電機 18000 
1.11倍を 

超える以前 

注記＊：発電用火力設備に関する技術基準を定める省令及び発電用火力設備の技術基準の解

釈に基づく過速防止装置の作動範囲 



4. 高圧原子炉代替注水ポンプの構造及び調速装置・

非常調速装置の作動方式について 
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1. 高圧原子炉代替注水ポンプの構造について

高圧原子炉代替注水ポンプはタービン及びポンプが１つのケーシングに収まる一体型ケ

ーシング構造であり,軸封部のない設計である。 

また,高圧原子炉代替注水ポンプの流量制御は，電源不要の機械式ガバナを用いることに

より,ポンプ吐出のベンチュリ圧力差により圧力ガバナピストンが動作し,リンク機構を通

じて蒸気加減弁の開度を調整し,ポンプ流量を制御する設計である。 

また,軸受箱に流入する自系統水により軸受が潤滑する自己冷却方式であるため，潤滑油

装置が不要な設計となっている。 

以上のことから,高圧原子炉代替注水ポンプの運転に電源は必須ではなく，系統の弁操作

のみで起動停止可能であり,起動時にＨＰＡＣ注水弁を開操作した後は，蒸気外側隔離弁の

開閉操作でポンプの起動停止操作が可能な設計である。 

高圧原子炉代替注水系ポンプの構造概要を図 1－1に示す。 

図 1－1 高圧原子炉代替注水ポンプ 構造概要図 
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2. 動翼及び非常調速装置の構造について

高圧原子炉代替注水ポンプの駆動用タービンは，単段式のタービンであり，タービン翼は

一体鍛造品の円板から放電加工により翼型を削り出す方法で製造されているものを適用す

ることで，タービンが破損により飛散することがない設計とする。 

高圧原子炉代替注水ポンプの駆動用タービンは，何らかの原因でタービン回転数が異常に

上昇すると，トリップボルトが遠心力によりばね力に打ち勝ちボルトの重心が移動し，トリ

ップ機構を作動させることにより，駆動蒸気を遮断しポンプを自動停止させ，オーバースピ

ードにならない設計とする。 

高圧原子炉代替注水ポンプの駆動用タービン構造を図 2－1に示す。 

図 2－1 高圧原子炉代替注水ポンプの駆動用タービン構造図 
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3. 調速装置及び非常調速装置の作動方式について

高圧原子炉代替注水ポンプの作動方式概要を図 3－1に示す。

図 3－1 高圧原子炉代替注水ポンプの作動方式概要図 

ａ．通常待機時（ポンプ停止状態） 

・圧力ガバナのピストン（①）は，ピストンロッドに取り付けられたスプリングにより上昇

した状態であり，②のリンク機構を介して接続されるタービンスロットル弁のピストン

（③）は最下方に下降した状態となっている。この状態においては，駆動用高圧蒸気入口

ポート（④）が全開状態にある。ここに高圧蒸気が供給されればタービンは起動するが，

通常待機状態ではＲＣＩＣ ＨＰＡＣタービン蒸気入口弁（⑤）が「全閉」であることか

ら蒸気は供給されずポンプは待機停止状態にある。

ｂ．ポンプ起動～定格流量 

・通常待機時の状態で，ＲＣＩＣ ＨＰＡＣタービン蒸気入口弁（⑤）を「開」（中央制御

室スイッチ操作又は現場人力操作）とすると，トリップ装置のピストン（⑭）内を通り高

圧蒸気がピストン左側に通気され，蒸気力によりピストンが右方向へ移動し，全開状態の

駆動用高圧蒸気入口ポート（④）を通り蒸気がタービンに供給され，タービン駆動のポン

プが起動する。

・起動後，タービンは速やかに定格回転数に到達し，ポンプが水を吐き出し始めポンプ吐出

部のベンチュリノズルから低圧側ライン（⑥）及び高圧側ライン（⑦）を通じて高/低圧

水が圧力ガバナに供給される。
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・ポンプ定格流量状態では，低圧側ライン（⑥）圧力，高圧側ライン（⑦）圧力及び圧力ガ

バナのスプリング力がバランスし，タービンスロットル弁のピストン（③）は駆動用高圧

蒸気入口ポート（④）の中間位置で定格流量一定制御状態となる。

ｃ．流量変動時の制御動作 

・定格流量状態での運転中に流量が上昇すると，ベンチュリ効果により低圧側

ライン（⑥）の圧力と高圧側ライン（⑦）の圧力のバランスが崩れ，圧力ガバナのピスト

ン（①）は下降し，②のリンクを介してタービンスロットル弁のピストン（③）を上方に

押し上げる。 

・これにより駆動用高圧蒸気入口ポート（④）のポートが閉じ始め，タービンへの駆動蒸気

量が減少することでタービン回転数が低下しポンプ吐出量を減少させる。

・定格流量状態での運転中に流量が低下した場合は，上記と逆の動きにより流

量を増加させる。

ｄ．過速度トリップ 

・何らかの原因でタービン回転数が異常に上昇すると，定格状態ではシャフト内にスプリン

グで保持されているトリップボルト（⑧）が遠心力により飛び出し，レバー（⑨）を押し

上げ，リンクを介してトリップ排気弁のピストンロッド（⑩）を下降させる。 

・トリップ排気弁のピストンロッド（⑩）に接続しているピストンは，通常，高圧蒸気検出

ライン（⑪）と低圧（背圧側）蒸気検出ライン（⑫）を分断しているが，ピストンが下降

することにより高圧蒸気検出ライン（⑪）と低圧（背圧側）蒸気検出ライン（⑫）が通じ，

高圧蒸気検出ライン（⑪）の圧力が低圧（背圧側）蒸気検出ライン（⑫）を通し，タービ

ン排気室に抜ける。

・高圧蒸気検出ラインはトリップ装置の空間（⑬）につながっており，通常時は高圧蒸気に

よりトリップ装置のピストン（⑭）を右側に押し付け，タービンスロットル弁（③）が「開」

状態となり蒸気をタービンに供給しているが，上記の動作により高圧蒸気検出ライン（⑪）

の圧力が低下すると，トリップ装置のピストン（⑭）は蒸気力により左側に移動し蒸気が

遮断されポンプが停止する。

以上のとおり，高圧原子炉代替注水ポンプは，直流電源の電動弁を中央制御室から「開」

又は現場にて手動「開」とすることで起動可能であり，その後の定格運転の流量制御はポン

プ吐出水によるベンチュリ効果で自己制御される。 
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1. ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置の検出時間について

ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置は，容積式流量検出器からのパルス信号を変換

器にて電流信号に変換後，演算装置を経由して指示部にて流量に変換し監視する。なお，容

積式流量検出器においては 0.23m3/h（3.8ℓ/min）のような低流量域においても計測できるよ

う，適切な容量を有するバケット（容量：100mℓ）を選定している。 

警報動作範囲は 0～5ℓ/min で設定可能であり，原子炉冷却材圧力バウンダリに属する配管

等（以下「RCPB 配管」という。）からの全漏えい量 0.23m3/h（3.8ℓ/min）のうち蒸気分の

漏えいに相当する流量の 90％（1.35ℓ/min）になる前に，中央制御室へドライウェル冷却装

置凝縮水流量大の警報表示を行う。なお，警報動作流量以上の流量では，警報表示状態を継

続する。（「図 1－1 ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置の概略構成図」参照） 

パルス信号積算値出力は 1分ごとに更新されることから，変換器の出力は 1分間のパルス

信号積算値出力を次の 1分間の出力まで保持する設計とする。また，1.35ℓ/min に到達する

前にパルス信号積算値が出力される可能性があることから，ドライウェル冷却装置凝縮水流

量測定装置の検出遅れ時間として 2 分に設定する。（「図 1－2 ドライウェル冷却装置凝

縮水流量測定装置の検出時間」参照） 

図 1－1 ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置の概略構成図 
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図 1－2 ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置の検出時間 
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2. ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置の演算時間について

ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置は，超音波式水位検出器からの電気信号を，演

算装置にて流量信号に変換し監視する。 

ドライウェル床ドレンサンプ水位変化率の演算結果による警報動作範囲は，ドライウェル

床ドレンサンプ水位測定装置の計測範囲によらず設定可能であり，全漏えい量

0.23m3/h(3.8ℓ/min)の漏えいに相当する流量の 81％（3.08ℓ/min）になる前に，中央制御室

へドライウェル床ドレンサンプ流量大の警報表示を行う。なお，警報動作流量以上の流量で

は，警報表示状態を継続する。（「図 2－1 ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置の

概略構成図」参照） 

水位変化率は3分周期で演算した4回分の水位平均値を用いて最小二乗法により計算する

ため，漏えい発生から少なくとも 3 周期分の流量演算時間(9 分)+水位平均値演算時間(25

秒)が必要となる。また，演算開始とドレン流入開始のタイミングによっては検出できない

ことも考えられるため，1 周期分(3 分)多い時間を考慮する必要がある。これより，検出時

間は 12分 25秒となるが，保守的に 13分後に検出可能と設定する。（「図 2－2 ドライウ

ェル床ドレンサンプ水位測定装置の演算時間」参照） 

図 2－1 ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置の概略構成図 
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ケース①：ドレン流入開始と水位平均値演算開始が同時

（ドレン流入開始から 9分 25秒後に 1gpmを検出） 

ケース②：ドレン流入開始が水位平均値演算中以外

（ドレン流入開始から T秒＋9分 25秒後に 1gpmを検出） 

ケース③：ドレン流入開始が水位平均値演算中

（ドレン流入開始から 12分 25秒後(最大)に 1gpmを検出） 

図 2－2 ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置の演算時間 
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3. ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置による漏えい検出の評価時間の保守性につい

て

ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置による漏えい検知時間（T1～T3の合計 34 分）

には，以下の通り保守性を見込んでおり，ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置の検出

遅れ時間 T4の 2分を加えても 60分を超えないため，1時間以内に 0.23m3/hの漏えい量（蒸

気分）を検知可能である。 

3.1  ドライウェル冷却系冷却機までの蒸気到達時間（配管～ドライウェル冷却系冷却機）： 

T1＝3分における保守性 

漏えいした蒸気がドライウェル冷却系冷却機の冷却コイルに達し，冷却が開始されるま

での時間 T1 を評価する際には，ドライウェル冷却系冷却機に蒸気が到達するまでの時間

に「3.2 凝縮水量が平衡に到達する時間（凝縮水量平衡到達時間）：T2＝27 分における

保守性」で述べる原子炉格納容器内に漏えいした蒸気が徐々に充満し平衡状態となる過程

も一部で始まっているが，そのことは考慮せず保守的に評価している。 

また，RCPB 配管から漏えいした蒸気がドライウェル冷却系冷却機の冷却コイルに達す

る最長経路は，漏えい蒸気を含む原子炉格納容器内の雰囲気がドライウェル冷却系送風機

により一巡する時間を T1とすることで保守的に評価している。 

3.2  凝縮水量が平衡に到達する時間（凝縮水量平衡到達時間）：T2＝27 分における保守性 

漏えい蒸気が凝縮に要する時間は，ドライウェル冷却系冷却機における凝縮水量が蒸気

分の漏えい量と平衡となる時間として評価している。ここで，本評価に対しては確実に漏

えい蒸気分の検知を可能とするために，ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置の警報

設定値を漏えい蒸気の 90％以下としている。凝縮水量と経過時間の関係は図 3－1のグラ

フの関係であり，凝縮水量が蒸気分の漏えい量(1.5ℓ/min)の 90％(1.35ℓ/min)に達する時

間は約 26.9分である。これを保守的に 27分と評価している。 

また，平衡に達する時間の妥当性については，「4. 凝縮水量が平衡状態に達する時間

に関する妥当性について」にて示す。 
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図 3－1 凝縮水量が平衡に達する時間 
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3.3 ドレン配管移送時間（ドライウェル冷却系冷却機～ドライウェル冷却装置凝縮水流量 

測定装置）：T3＝4分における保守性 

ドライウェル冷却系冷却機からドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置までのドレ

ン配管には，鉛直部，水平部（1/100こう配）があるが，ドレン配管移送時間を評価する

際には，保守的に鉛直部を含む全体を水平部と同じ 1/100こう配と仮定し，さらに評価用

長さを配管の設計長さに 1.2倍を乗じて評価している。 

なお，ドライウェル冷却系冷却機からドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置までの

ドレン配管には， A， A， A 及び A の配管口径があるが，最も保守的となる

A の配管は全体の 11％以下であり，配管長さの余裕 20％に含まれるため，すべての配

管を Aと仮定し評価している。 

鉛直配管の流速は水平部より速くなり，さらに小さい配管口径の流速は大きい配管口径

より速くなることから，実際の検出時間は評価時間よりも短くなると考えられる。 

図 3－2 ドレン配管移送時間における概略図（ドライウェル冷却系 

冷却機～ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置） 

注記*1： 評価上の配管長さは，20％の余裕を考慮している。 

*2： ①-上部Aの配管長さの方が長く保守的となるため，

評価では使用していない。 

*3： ①-上部A+②の配管長さの方が長く保守的となるた

め，評価では使用していない。 

*4： 口径 Aの配管は，No.③全体の約11％であり，配

管長さの余裕に含まれるため評価上の口径は A

として評価している。 
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3.4 ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置の検出遅れ時間：T4＝2分における保守性 

ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置の検出遅れ時間を「1. ドライウェル冷却装

置凝縮水流量測定装置の検出時間について」に示す。 

3.5 ドレン配管移送時間（ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置～ドライウェル床ド 

レンサンプ水位測定装置）：T5＝4分における保守性

ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置からドライウェル床ドレンサンプまでのド

レン配管には，鉛直部，水平部（1/100こう配）があるが，ドレン配管移送時間を評価す

る際には，保守的に鉛直部を含む全体を水平部と同じ 1/100こう配と仮定し，さらに評価

用長さを配管の設計長さに 1.2倍を乗じて評価している。 

また，ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置からドライウェル床ドレンサンプまで

のドレン配管には， A， A 及び A の配管口径があるが，最も保守的となる A

が全体の 88％であるため，すべての配管を Aとし評価している。 

鉛直配管の流速は水平部より速くなり，さらに小さい配管口径の流速は大きい配管口径

より速くなることから，実際の検出時間は評価時間よりも短くなると考えられる。 

図 3－3 ドレン配管移送時間における概略図（ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定 

装置～ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置） 

注記*1：配管口径は，すべての配管を最も保守的となる Aとし 

評価している。 

*2：評価上の配管長さは，20％の余裕を考慮している。

配管長さ
各配管
長さ
(m)

各配管長さ
÷全長
(％)

全長
(m)

全長さ
×

1.2(m)

① 約0.6 2

② 約2.8 10

③ 約23.8 88

約27.2 33*2

No.

設計値 評価用

配管
口径
(A)

配管長さ
配管
口径
(A)

全長 
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4. 凝縮水量が平衡状態に達する時間に関する妥当性について

4.1 ドライウェル冷却系の設置目的について 

ドライウェル冷却系は，通常運転時において，ドライウェル冷却系冷却機による冷却に

よって，原子炉格納容器内の機器，配管等からの発熱を除去するために設置している。 

ドライウェル冷却系冷却機の容量は，通常運転時における原子炉格納容器内の環境維持

のための必要冷却量を基に設定し，原子炉格納容器内の平均温度を 57℃以下に維持する

ために必要な容量としている。 

4.2 ドライウェル冷却系の構造・機能について 

4.2.1 ドライウェル冷却系の構成について 

RCPB 配管から原子炉格納容器内へ漏えいが生じたときに，蒸気分については原子

炉格納容器に設置されるドライウェル冷却系にて冷却される。ドライウェル冷却系は

原子炉格納容器内の上部及び下部エリアにドライウェル冷却系冷却機が各々3 台ず

つ設置されており，通常運転時は上部及び下部エリア各々のドライウェル冷却系冷却

機 2台運転とし，ドライウェル冷却系冷却機の各々1台は予備としている。 

上部及び下部エリアのドライウェル冷却系冷却機は，原子炉補機冷却系から供給さ

れる冷水により，原子炉格納容器内雰囲気を循環冷却できる設計としている。また，

下部エリアのドライウェル冷却系冷却機は，ドライウェル除湿系からも供給される冷

水により，原子炉格納容器雰囲気を低湿度に維持できる設計としている。 

上部ドライウェル冷却系冷却機及び下部ドライウェル冷却系冷却機のコイルユニ

ットは，ユニット構成部材（骨組鋼材，外板等）で風路を形成し，冷却コイルを鋼材

に取り付け，ドライウェル冷却系送風機により吸込口から取り込まれた空気がバイパ

スすることなく冷却コイルを通過する構造とする。コイルユニットの概略図を下記の

「図 4－1 ドライウェル冷却系冷却機の概略図」に示す。 

図 4－1 ドライウェル冷却系冷却機の概略図 

ユニット構成部材

ドライウェル冷却系送風機へ 

冷却コイル 

空気の流れ 

上部ドライウェル 
冷却系冷却機 

全体概略図 コイルユニット概略図

冷却コイル（イメージ図） 

熱交換流体 

下部ドライウェル 
冷却系冷却機 
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4.2.2 ドライウェル冷却系冷却機の冷却能力について 

ドライウェル冷却系は，通常運転時において，ドライウェル内の機器，配管等から

の発熱を除去するため，また，ドライウェル内配管の大気腐食防止対策として，ドラ

イウェル雰囲気を低湿度に保つために設置している。

プラント通常運転時，ドライウェル内に設置されている各機器からの放熱及びサプ

レッションプールからの蒸発分の凝縮による熱負荷は 0.997MW程度である。一方，ド

ライウェル冷却系冷却機の交換熱量（合計）は 1.06MWであることから，ドライウェ

ル内雰囲気を平衡状態に維持することができる。

4.2.3 蒸気漏えい時 

蒸気漏えいが発生した場合には，ドライウェル冷却系の熱負荷に凝縮潜熱分の除

熱能力が追加される。原子炉冷却材の漏えい量 0.23m3/h（1gpm）に相当する蒸気

1.5ℓ/min を凝縮するために必要な除熱量は 0.056MWであり，次式で求められる。 

 1.5ℓ/min×1.0kg/ℓ÷60×（2.676×106J/kg－0.419×106J/kg）＝0.056MW 

漏えい量 Q1 ：1.5ℓ/min（蒸気分） 

漏えい水密度 ：1.0kg/ℓ 

大気圧での蒸気のエンタルピ ：2.676×106J/kg 

大気圧での水のエンタルピ ：0.419×106J/kg 

以上より，0.23m3/h(1gpm)の漏えいにより蒸気漏えいが発生した際のドライウェル

冷却系冷却機は，凝縮潜熱分 0.056MWの除熱能力が追加されるものの，ドライウェル

冷却系冷却機の交換熱量（合計）は 1.06MWであることから，十分な除熱能力を有し

ている。したがって，漏えい蒸気は，ドライウェル冷却系にて凝縮することが可能で

ある。 
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5. ドレン配管移送時間の算出について 

ドレン配管移送時間（T3，T5，T8）の算出において，ドレンの流速 v を求めるときに解が

複数存在する場合があるため，この時の算出条件について，以下に示す。 

vは mの関数，さらに mは Aと Lつまりθの関数になる。一方，Qは Aとθの関数となる。

ガンギェ・クッタの経験式は開渠（上蓋のされていない水路）に適応される経験式であるた

め，水密状態に近い（180≦θ≦360）は適応範囲外となる。 

 

（算出式：ガンギェ・クッタの経験式） 

 v=C√m∙i        ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（1） 

 C=
23+(1/n)+(0.00155/i)

1+{23+(0.00155/i)}(n/√m)
 ・・・・・・・・・・・・・・（2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

記号 記号説明 単位 計算式 

n 粗度係数 ― 配管材固有の値 

i こう配 ― ― 

r 配管半径 m ― 

Q 流量 m3/s ― 

θ 弦の角度 ° 仮定値 

h 流体深さ m h=r･(1-cos(θ/2)) 

L ぬれ縁長さ m L=r･θ･π/180 

A 断面積 m2 A=1/2×r2(θ･π/180-sinθ) 

m 平均深さ m m=A/L 

C 流速係数 ― （2）式 

Lp 配管長 m ― 

v1 断面積から求めた流速 m/s v1=Q/A 

v2 ｶﾞﾝｷﾞｪ・ｸｯﾀの経験式から求めた流速 m/s （1）式 

T 時間遅れ min T=Lp/v2/60 

Δv 収束誤差 m/s Δv=v1-v2 

 

実際の算出においては，流速 v1，v2，断面積 A及びぬれ縁長さ Lを求める必要がある。こ

こで，弦の角度θをある値と仮定することで断面積 Aを算出し，流量と断面積の関係から

算出した流速 v1と，上記（1）式及び（2）式により算出した流速 v2が同値となるまで収束

計算を行うことで算出する。 
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図 5－1 流量と流速と配管断面（角度）の関係 
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6. 漏えい検出設備の検出時間評価に使用する配管の粗度係数について

ドライウェル冷却系冷却機にて凝縮した凝縮水をドライウェル床ドレンサンプまで移送

するドレン配管，及び保温材からの漏えい水をドレン配管入口からドライウェル床ドレンサ

ンプまで移送するドレン配管内を流れる漏えい水の流速は，シェジー形の公式及びガンギ

ェ・クッタの経験式を基に算出しており，この際に配管の内面粗さを表すパラメータとして

粗度係数を使用している。 

粗度係数は以下に示す Manning-Stricklerの式を用いて評価することが可能であり，実機

におけるステンレス鋼管の粗度係数は 0.01 以下となることも考慮し，本評価で用いる粗度

係数は 0.01としている。 

なお，「機械工学便覧」に記載されている黄銅管の粗度係数は 0.009～0.013である。 

（算出式：Manning-Stricklerの式） 

g

7.66

k
n

1/6

s

表 6－1 ステンレス鋼管の粗度係数 

ステンレス鋼管

相当粗度 ks 5×10-5m＊ 

粗度係数 n 0.008 

注記 ＊：メーカ標準値 

n ：粗度係数 

ks ：相当粗度（＝配管内面粗さ） 

g ：重力加速度（＝9.80665m/s2） 
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7. ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置の漏えい検出の評価時間の保守性について

ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置による漏えい検知時間（T6～T8の合計 45 分）

には，以下の通り保守性を見込んでおり，ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置の演算

時間 T9の 13 分を加えても 60 分を超えないため，1 時間以内に 0.23m3/h の漏えい量（液体

分）を検知可能である。 

また，ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置による漏えい検知時間（T1～T3の合計 34

分）には 3.の通り保守性を見込んでおり，ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置から

ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置までのドレン移送時間 T5 及びドライウェル床ド

レンサンプ水位測定装置の演算時間 T9の合計 17分を加えても 60分を超えないため，1時間

以内に 0.23m3/hの漏えい量（蒸気分）を検知可能である。 

7.1 保温材から漏れ出るまでの時間（保温材内滞留時間）：T6＝22分における保守性 

7.1.1 金属保温材 

原子炉冷却材配管は保温材（金属保温）を設置しており，円周方向に一体構造では

なく，独立に 2分割された金属保温を止め合わせて取り付けている。保温材から漏え

い水が漏れ出るまでの時間 T6は，保守的に漏えい水が 2 分割の一部の保温材及び保

温材と原子炉冷却材配管のすき間の 2分割部分に滞留後，接合部から漏れ出ると仮定

し算出している。漏えい水が保温材内に入り込むとは考えにくいが，保温材の 2分割

の下側に入り込むと仮定することで，漏えい水が保温材の接合部まで達し流れ出るま

での時間を保守的に評価している。 

なお，本評価では保守的に今回の拡大範囲を含む原子炉冷却材配管のうち最も保温

材内容積の大きい箇所（原子炉再循環系配管）にて評価している。 

図 7－1 金属保温材から漏れ出るまでの時間における概略図 

7.1.2 一般保温材 

原子炉冷却材配管は保温材（一般保温）を設置しており，円周方向に一体構造で

はなく，独立に 2 分割された一般保温を止め合わせて取り付けている。保温材から

漏えい水が漏れ出るまでの時間 T6は，保守的に漏えい水が 2分割の一部の保温材及

び保温材と原子炉冷却材配管のすき間の 2 分割部分に滞留後，接合部から漏れ出る

と仮定し算出している。保温材は撥水性が高いため漏えい水は吸収されにくいが，

保温材の 2 分割の下側に体積分吸収される（保温材の体積分滞留する）と仮定する

450mm

508mm738mm
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ことで，漏えい水が保温材の接合部まで達し流れ出るまでの時間を保守的に評価し

ている。 

なお，本評価では保守的に今回の拡大範囲を含む原子炉冷却材配管のうち最も保

温材内容積の大きい箇所(給水系配管)にて評価している。 

図 7－2 一般保温材から漏れ出るまでの時間における概略図 

7.2 ドレン配管入口までの到達時間（保温材～ドレン配管入口）：T7＝16分における保守 

性 

保温材からの漏えい水はドライウェル内の床面に落下し，床面に水位を形成しつつ床面

に設置されたドレン配管入口に流入する。本評価における落下位置は，配管の真下ではな

く原子炉格納容器内においてドレン配管入口（床ドレン受口）から最も離れている箇所か

ら評価すること，及び水位を形成する範囲を落下点から 2箇所のドレン配管入口までの範

囲全域を見込むことで保守的な評価としている。なお，ドライウェル床面の水位とドレン

配管への流出量については，以下のゴビンダ ラオの式を基に算出している。 

（算出式：ゴビンダ ラオの式） 

Q＝C・B・h3/2 

C＝1.642・(h/L)
0.022

Q：ドレン配管への流出量(m3/h)，C：流量係数，B：越流幅(m)，h：越流水深(m)， 

L：堤頂幅(m),W：せき高(m)（本評価では 0mとして計算） 

（出典：土木学会 水理公式集（平成 11年版）） 

654mm

457.2mm637.2mm
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図 7－3 落下点からドレン配管入口までの到達時間における概略図 

ドレン配管入口
（床ドレン受口）

落下点

ドライウェル床

水位形成範囲

4581.5mm

6236mm

評価用面積：（10.81752-4.58152）×π/2≒150.8m2

評価用越流幅：6.236×2≒12.5m
評価用堤頂幅：2×π×（6.236+4.5815）/4≒17m
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7.3 ドレン配管移送時間（ドレン配管入口～ドライウェル床ドレンサンプ）：T8＝7分にお  

ける保守性 

ドレン配管入口からドライウェル床ドレンサンプまでの配管には，鉛直部，水平部

（1/100こう配）があるが，ドレン配管移送時間を評価する際には，保守的に鉛直部を含

む全体を水平部と同じ 1/100こう配と仮定し，さらに評価用長さを配管の設計長さに 1.2

倍を乗じて評価している。 

鉛直配管の流速は水平部より速くなることから，実際の検出時間は評価時間よりも短く

なると考えられる。 

図 7－4 ドレン配管移送時間における概略図 

7.4 ドライウェル床ドレンサンプ水位変化率の演算時間：T9＝13分における保守性 

ドライウェル床ドレンサンプ水位変化率の検出遅れ時間を「2. ドライウェル床ドレン

サンプ水位測定装置の演算時間について」に示す。

7.5 ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置の警報設定について 

ドライウェル床ドレンサンプまでの評価時間は，蒸気分の漏えい量の 90％（1.35ℓ/min）

に到達する時間（凝縮水量が平衡に到達する時間（凝縮水量平衡到達時間）：T2），液体

分の漏えい量の 75％（1.73ℓ/min）に到達する時間（ドレン配管入口までの到達時間（保

温材～ドレン配管入口）：T7）を元にそれぞれ評価しているが，ドライウェル床ドレンサ

ンプには蒸気分であるドライウェル冷却系冷却機からの凝縮水と液体分であるドライウ

ェル床ドレンの両方が流入するため，ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置では，蒸

気分と液体分を足し合わせた流入量として，全漏えい量の 81％（3.08ℓ/min）以上に相当

する水位変化率を計測する。ここで，蒸気分は液体分よりも 7分早くドライウェル床ドレ

ンサンプに到達するため，液体分のドライウェル床ドレンサンプ到達時には，先行する蒸

ドライウェル床ドレンサンプ

③

北西側
ドレン配管入口
（床ドレン受口）

南東側
ドレン配管入口
（床ドレン受口）ドライウェル床面

① ②

注記 *1： 評価上の配管長さは，20％の余裕を考慮し

ている。 

*2： No①の配管長さの方が長く保守的となるた

め，No②は評価では使用していない。 

① 約26.4 32*1

②*2 約2.7 ― ―

③ 約12.9 16*1

配管長さ
全長さ×
1.2(m)

No.

設計値 評価用

配管
口径
(A)

配管
口径
(A)

全長 
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気分が 1.35ℓ/min 以上の流入量となっているが，本評価に対しては確実に漏えいの検知を

可能とするために，ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置は到達時間差で生じる増加

分を考慮せず，警報設定値を全漏えい量の 81％（3.08ℓ/min）以下としている。 

注記＊1：ドライウェル床ドレンサンプ水位変化率の演算時間（13分）を考慮すると，漏え

い発生から１時間以内に検出するためには，ドライウェル床ドレンサンプへの流入

時間（T6+T7+T8）を 47分以内にする必要があり，この時の流入量は液体分の漏えい

量（2.3ℓ/min）の約 77%となる。この値に余裕を持たせて，液体分の漏えい量の検

出時間評価においては，漏えい量（2.3ℓ/min）の 75%（1.73ℓ/min）で評価を行う。 

注記＊2：蒸気分（1.5ℓ/min）の 90％（1.35ℓ/min）＋液体分（2.3ℓ/min）の 75％（1.73ℓ/min）

＝全漏えい量（3.8ℓ/min）の 81％（3.08ℓ/min)  

図 7－5 漏えい発生から 45分後におけるドライウェル床ドレンサンプへの流入量 

検出時間

RCPB配管からの漏えい発生

ドライウェル冷却装置
凝縮水流量測定装置

ドライウェル床ドレンサンプ
水位測定装置

蒸気分 液体分

配管～ドライウェル冷却系
冷却機(T1)

3min

ドライウェル冷却系冷却機～ドライ
ウェル冷却装置凝縮水流量測定装置

(T3)

4min

ドライウェル冷却装置凝縮水流量
測定装置の検出遅れ時間(T4)

2min

36min

凝縮水量平衡到達時間(T2)

27min

保温材内滞留時間(T6)

22min

保温材～ドレン配管入口(T7)

16min

ドレン配管入口～ドライウェル
床ドレンサンプ(T8)

7min

ドライウェル床ドレンサンプ
水位変化率の演算時間(T9)

13min

検出時間

58min

ドライウェル冷却装置凝縮水流
量測定装置～ドライウェル床

ドレンサンプ(T5)

4min

(45min)

(38min)

1.73ℓ/min
(液体分漏えい量の75％) *1

1.35ℓ/min
(蒸気分漏えい量の90％)

3.08ℓ/min
(全漏えい量の81％) *2
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8. ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置監視不能時の対応について

RCPB 配管からの原子炉冷却材の漏えいの検出装置としてドライウェル床ドレンサンプ水

位測定装置を使用するが，当該計器が故障した場合は，当該計器の復旧に努めるとともに，

ドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置による確認（原子炉冷却材漏えい時のドライウェ

ル冷却系冷却機の蒸気凝縮量の増加），及びドライウェル内雰囲気放射性物質濃度測定装置

による確認（原子炉冷却材漏えい時の核分裂生成物放出量の増加）を行う。 

なお，ドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置の故障判断については，通常運転時にお

ける当該装置の監視及び点検の結果により行う。 
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9. コリウムシールドが検出時間に与える影響について

コリウムシールドが検出時間に与える影響を評価するため，原子炉格納容器下部で漏え

いが発生した場合の検出時間についてコリウムシールドを設置した場合の検出時間への影

響を確認するとともに，添付書類「Ⅵ-1-4-1 原子炉格納容器内の原子炉冷却材の漏えい

を監視する装置の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説明書」

（以下「添付書類」という。）で評価した検出時間に包絡されているかを確認する。コリ

ウムシールドの概要図を図 9－1に示す。

図 9－1 コリウムシールド概要図 

ドライウェル床ドレンサンプ

ドライウェル機器ドレンサンプ

ドレン配管長
約6m

原子炉格納容器下部
コリウムシールド

圧力容器ペデスタル
（内側鋼板）

ドライウェル床ドレンサンプ

コリウムシールド

原子炉圧力容器

Ａ

Ａ

圧力容器ペデスタル
（外側鋼板）

原子炉格納容器下部 平面図

原子炉格納容器下部 断面図

ドライウェル床ドレンサンプ

コリウムシールド

約1.7m
内側鋼板

外側鋼板

約3.5m

Ａ－Ａ矢視図
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9.1 蒸気分の漏えい 

原子炉格納容器下部の RCPB配管から漏れ出た蒸気は，やがてドライウェル冷却系冷却

機の冷却コイルに達し，冷却されて凝縮水となる。 

添付書類 3.3.4(1)では漏えい蒸気を含む原子炉格納容器内の空気がドライウェル冷

系送風機により一巡する経路で時間を算出しており，経路には原子炉格納容器下部も含

まれていることから，原子炉格納容器下部の RCPB配管からの漏えいにおける蒸気分の検

出時間は添付書類において算出している時間と同様になる。 

9.2 液体分の漏えい 

原子炉格納容器下部での漏えいのうち液体分は，RCPB配管から原子炉格納容器下部床

面に漏えいする。その後，原子炉格納容器下部床面からドレン配管入口へ流れ，ドレン

配管を経て，ドライウェル床ドレンサンプに流入し，ドライウェル床ドレンサンプ水位

測定装置により検出される。 

時間評価の概要図を図 9－2に示す。 

図 9－2 時間評価概要図 

【凡例】

： 落下点

： 原子炉格納容器下部床面における漏えい経路

： コリウムシールドスリット

： ドレン配管

破線 ： 時間評価箇所
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9.2.1 ドレン配管入口までの到達時間(原子炉格納容器下部床面～ドレン配管入口) 

(1) コリウムシールドを設置した場合の移送時間

a. 原子炉格納容器下部床面～コリウムシールドスリット部までの到達時間：TP1-1

コリウムシールドを設置した原子炉格納容器下部床面にはこう配がないことか

ら，漏えい水は床面に均一に広がり水位上昇に伴いコリウムシールドスリット部

へ流入する。原子炉格納容器下部床面は，漏えい水の落下地点からコリウムシー

ルドスリット部までの長さを堤頂幅とする広頂ぜきとなることから，ゴビンダ

ラオの式（「土木工学ハンドブック」1986 年 1 版 10 刷 土木学会編）から水位

と流入量の関係を求めることができる。具体的には，（1）～（4）式から単位時

間当たりの原子炉格納容器下部床面への流入量と水位からコリウムシールドスリ

ット部への流出量を算出し，コリウムシールドスリット部への流出量が平衡に達

する時間（TP1-1）は，コリウムシールドスリット部への流出量が漏えい量 Q2の 75％

以上となる平衡到達時間とする。(図 9－3 原子炉格納容器下部床面からコリウ

ムシールドスリット部までの漏えい経路及び図 9－4 床面概略図参照)

なお，本計算は，原子炉格納容器下部床面のうち，コリウムシールドスリット

部から最も離れている位置を落下点として設定し，評価している。 

図 9－3 原子炉格納容器下部床面からコリウムシールドスリット部までの漏えい経路 
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QO(t)＝C・BP1-1・h(t)
3

2 ················································· （1） 

C＝1.642・(h(t)/LP1-1)
0.022

 ············································· （2）

h(t)＝Qi(t)/AP1-1 ······················································ （3） 

Qi(t)＝Qi(t－ΔT)＋Q2・ΔT－Q0(t) ····································· （4） 

図 9－4 床面概略図 

原子炉格納容器下部床面からコリウムシールドスリット部までの漏えい水の到

達時間を算出した結果，5分となる。 

b. コリウムシールドスリット部～ドレン配管入口までの到達時間：TP1-2

コリウムシールドスリット部 には，ドレン配管入口に向か

って が施されているため，コリウムシールドスリット部を流れる

漏えい水の平均流速を，シェジー形の公式及びガンギェ・クッタの経験式から算

出することにより，コリウムシールドスリット部を通過する時間を求める。 

なお，本計算はコリウムシールドスリット部からドレン配管入口部までのスリ

ットのうち，全長が最も長くなるスリット長により評価している。また，保守的

に垂直部を含む全体を水平部と同じ と仮定して評価している。 

落下点

LP1-1

床面

BP1-1

h
AP1-1

QO

漏えい水
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図 9－5 コリウムシールドスリット部の漏えい経路 

vP1＝C√m・i 

C＝
23+(1／n)+(0.00155／i)

1+{23+(0.00155／i)}(n／√m)

TP1-2＝
LP1-2
vP1

QD＝v・A・3600 

m＝A／L 

図 9－6 コリウムシールドスリット部概略図 

コリウムシールドスリット部を通過する時間を算出した結果，2分となる。

(2) コリウムシールドを設置しない場合の移送時間

a. 原子炉格納容器下部床面～ドレン配管入口までの到達時間：TP1’

原子炉格納容器下部床面にはこう配がないことから，漏えい水は床面に均一に

広がり水位上昇に伴いドレン配管入口へ流入する。原子炉格納容器下部床は，漏

えい水の落下地点からドレン配管入口までの長さを堤頂幅とする広頂ぜきとなる

ことから，9.2.1(1)a.項で用いたゴビンダ ラオの式からドレン配管入口への流

出量が平衡に達する時間（TP1’）を求める。 

(図 9－7 原子炉格納容器下部床面からドレン配管入口までの漏えい経路及び

図 9－8 床面概略図参照) 

なお，本計算は，原子炉格納容器下部床面のうち，ドレン配管入口から最も離

れている位置を落下点として設定し，評価している。 
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図 9－7 原子炉格納容器下部床面からドレン配管入口までの漏えい経路 

QO(t)＝C・BP1'・h(t)
3

2 ················································· （1） 

C＝1.642・(h(t)/LP1')
0.022

 ············································· （2）

h(t)＝Qi(t)/AP1' ······················································ （3） 

Qi(t)＝Qi(t－ΔT)＋Q2・ΔT－Q0(t) ····································· （4） 

図 9－8 床面概略図 

落下点

LP1’

床面

BP1’

h
AP1

’

QO

漏えい水
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9.2.2 ドレン配管移送時間(ドレン配管入口～ドライウェル床ドレンサンプ)：TP2 

ドレン配管入口からドライウェル床ドレンサンプまでの呼び径 A のドレン配

管(内径 m)には，ドライウェル床ドレンサンプに向かって 1/50 のこう配が

施されているため，ドレン配管を流れる漏えい水の平均流速をシェジー形の公式及

びガンギェ・クッタの経験式から算出することにより，ドレン配管移送時間を求め

る。 

なお，本計算は，ドレン配管入口からドライウェル床ドレンサンプまでの配管長

により評価している。また，保守的に垂直部を含む全体を水平部と同じ 1/50こう配

と仮定して評価している。 

図 9－9 ドレン配管入口からドライウェル床ドレンサンプまでの漏えい経路 

vP2＝C√m・i 

C＝
23+(1／n)+(0.00155／i)

1+{23+(0.00155／i)}(n／√m)

TP2＝
L

vP2

QD＝v・A・3600 

m＝A／L 

図 9－10 ドレン配管の概略図 

ドレン配管入口からドライウェル床ドレンサンプまでのドレン配管移送時間を算

出した結果，1分となる。 

1

50

ｖ

L

A
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9.2.3 検出時間 

原子炉格納容器下部での漏えいのうち液体分の検出時間を算出した結果，漏えい

発生から検出されるまでの時間は 41分で検出可能であることを確認した。 

また，コリウムシールドを設置した場合と設置しない場合の検出時間に差がない

ことを確認した。 

注記＊1：蒸気分については添付書類でのドライウェル冷却装置凝縮水流量測定装置 

及びドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置による検出時間と同じ。 

＊2：液体分の検出時間について記載。コリウムシールドを設置した場合と設置しな

い場合で検出時間は同等である。 

図 9－11 原子炉格納容器下部における漏えい検出時間の評価結果 
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表 9－1 原子炉格納容器下部における漏えい検出時間の整理表(1/2) 

項目 計算パラメータ 
評価時間 

（min） 

原
子
炉
格
納
容
器
下
部
で
の
漏
え
い
の
う
ち
液
体
分
に
お
け
る
検
出
時
間 

a. 保温材から漏れ出

るまでの時間（保

温材内滞留時

間）：T6（min）

d1：保温材外径（m） 0.738 

T6＝22 
d2：配管外径（m） 0.508 

L5：保温材最大長さ（m） 0.450 

Q2：漏えい量（液体分）（ℓ/min） 2.3 

b. 原子炉格納容器下

部床面～コリウム

シールドスリット

部までの到達時

間：TP1-1（min） 

Q2：漏えい量（液体分）（ℓ/min） 2.3 

TP1-1＝3*3 

Qi：原子炉格納容器下部床面の滞留量

（m3） 
（数式） 

C：流量係数 （数式） 

BP1-1：越流幅（m） 5.75 

h：越流水深（m） （数式） 

QO：ドレン配管への流出量（m3/h） （数式） 

LP1-1：堤頂幅（m） 6.0 

AP1-1：原子炉格納容器下部床面積（m2） 17.3 

c. コリウムシールド

スリット部～ドレ

ン配管入口までの

到達時間 

：TP1-2（min） 

vP1-2：スリット部を流れる漏えい水の

平均流速（m/s） 
0.036＊1 

TP1-2＝2*3 

C：流速係数 18.0＊1 

i：こう配 

n：粗度係数 0.01＊2 

A：流路断面積（m2） 0.00041＊1 

QD：スリット部を流れる漏えい水の流

量（m3/h） 
0.053 

m：平均深さ（m） 0.00162＊1 

L：スリット部のぬれ縁長さ（m） 0.253＊1 

LP1-2：スリット部の長さ（m） 3 

注記＊1：収束計算によって得られる値 

＊2：Manning-Stricklerの式を用いて評価した結果及び実機におけるステンレス鋼

管の粗度係数は 0.01以下となることも考慮し設定した値 

＊3：平衡流量が漏えい量（液体分）Q2の 75％に到達する時間として算出 
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表 9－1 原子炉格納容器下部における漏えい検出時間の整理表(2/2) 

項目 計算パラメータ 
評価時間 

（min） 

原
子
炉
格
納
容
器
下
部
で
の
漏
え
い
の
う
ち
液
体
分
に
お
け
る
検
出
時
間 

d. 原子炉格納容器下

部床面～ドレン配

管入口までの到達

時間

：TP1’（min）

Q2：漏えい量（液体分）（ℓ/min） 2.3 

TP1’＝5*5 

Qi：原子炉格納容器下部床面の滞留量

（m3） 
（数式） 

C：流量係数 （数式） 

BP1’：越流幅（m） 5.75 

h：越流水深（m） （数式） 

QO：ドレン配管への流出量（m3/h） （数式） 

LP1’：堤頂幅（m） 9.0 

AP1’：原子炉格納容器下部床面積（m2） 26.0 

e. ドレン配管移送時

間(ドレン配管入

口～ドライウェル

床ドレンサンプ)

：TP2（min）

vP2：ドレン配管を流れる漏えい水の平

均流速（m/s） 
0.208＊1 

TP2＝1*5 

C：流速係数 25.0＊1 

i：こう配 0.02 

n：粗度係数 0.01＊2 

A：流路断面積（m2） 0.00014＊1 

QD：ドレン配管を流れる漏えい水の流

量（m3/h） 
0.107 

m：平均深さ（m） 0.00346＊1 

L：ドレン配管のぬれ縁長さ（m） 0.041＊1 

LP2：ドレン配管の長さ（m） 6 

f. ドライウェル床ド

レンサンプ水位変

化率の演算時間：

T9（min） 

―＊3 T9＝13＊4 

検出時間合計：コリウムシールドを設置した場合 

（T6＋TP1-1＋TP1-2＋TP2＋T9） 
41 

検出時間合計：コリウムシールドを設置しない場合 

（T6＋TP1’＋TP2＋T9） 
41 
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注記＊1：収束計算によって得られる値 

＊2：Manning-Stricklerの式を用いて評価した結果及び実機におけるステンレス鋼

管の粗度係数は 0.01以下となることも考慮し設定した値  

＊3：計算パラメータなし 

＊4：ドライウェル床ドレンサンプ水位変化率の演算時間は，添付書類 3.3.4(2)e.

と同じ値 

＊5：平衡流量が漏えい量（液体分）Q2の 75％に到達する時間として算出 
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9.3 コリウムシールドが検出時間に与える影響評価結果 

コリウムシールドを設置することで，ドレン配管の前にコリウムシールドスリット部

を通過する経路となるが，同スリット部の配置とこう配により，検出時間はコリウムシ

ールドを設置しない場合と同等となる。したがって，コリウムシールドによる原子炉冷

却材の漏えい検出に対する影響はない。なお，コリウムシールドを設置する場合と設置

しない場合の原子炉格納容器下部における漏えいの検出時間は，添付書類において算出

しているドライウェル床ドレンサンプ水位測定装置の検出時間 58分に包絡される。 
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10. ドライウェル内雰囲気放射性物質濃度測定装置の検知性について

ドライウェル内雰囲気放射性物質濃度測定装置が，漏えい位置を特定できない原子炉格

納容器内への漏えいに対して，1 時間以内に 0.23m3/h(1gpm)の漏えい量を検出できること

を確認するため，冷却材中の放射性物質濃度として，炉心燃料から冷却材への全希ガス漏

えい率（3.7×109Bq/s）を考慮した場合における，漏えい開始から 1 時間後の指示値（主

蒸気又は炉水のみが各々1gpm漏えいした場合の値）及び限界計数率を比較した結果を表 10

－1 に示す。また，ドライウェル内雰囲気放射性物質濃度測定装置の概要図を図 10－1 に

示す。 

表 10－1 漏えい開始から 1時間後のドライウェル内雰囲気放射性物質濃度測定装置の 

指示値評価結果（炉心燃料から冷却材への全希ガス漏えい率(Bq/s)：3.7×109） 

ドライウェル内雰囲気放射性物質濃度測定装置

の指示値（バックグラウンドレベル含む） 
通常時（バックグ

ラウンドレベル）
限界計数率* 

主蒸気漏えい時 炉水漏えい時 

注記＊：バックグラウンド計測値の揺らぎの中で試料を測定した際に，統計的に有意な計 

測値として検出しうる最低量 

図 10－1 ドライウェル内雰囲気放射性物質濃度測定装置の概要図 

表 10－1に示すとおり，漏えい開始から 1時間後のドライウェル内雰囲気放射性物質濃

度測定装置の指示値から通常時の指示値（バックグラウンドレベル）を差し引いた値が，

主蒸気漏えい時及び炉水漏えい時ともに限界計数率を超えているため，原子炉冷却材の漏

えいに伴うドライウェル内雰囲気放射性物質濃度の上昇を検知可能である。そのため，ド

ライウェル床ドレンサンプ水位測定装置が故障した場合において，ドライウェル内雰囲気
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放射性物質濃度測定装置の指示値を監視することで，漏えい位置を特定できない原子炉格

納容器内への漏えいに対して，1時間以内に 1gpmの漏えい量を検出可能である。 

なお，ドライウェル内雰囲気放射性物質濃度測定装置は，通常時から計測を行っている。 



資料 No.4 

流体振動又は温度変動による損傷の防止に関する説明書に 

係る補足説明資料 
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1. 概要

本資料は，「Ⅵ-1-4-2 流体振動又は温度変動による損傷の防止に関する説明書」（以下

「説明書」という。）の「2.評価範囲」に示す評価範囲において，流力振動評価が必要な

配管内円柱状構造物及び配管の高サイクル熱疲労評価が必要な高低温水合流部及び閉塞分

岐管が含まれていないことを説明する。 

なお，原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲及びその他改造範囲以外の既設設備につい

ては，経済産業省原子力安全・保安院による指示文書の別紙 1「新省令第 6 条及び第 8 条

の 2 第 2 項における流体振動による損傷の防止に関する当面の措置について」（平成 17・

12・22 原院第 6 号）に基づき保安院に提出した「島根原子力発電所１号機及び２号機 

流体振動による配管内円柱状構造物の損傷防止に関する評価結果と措置計画等の報告

について」（平成18年10月13日付電原運第８０号）及びＮＩＳＡ文書「発電用原子力設

備に関する技術基準を定める省令の改正に伴う電気事業法に基づく定期事業者検査の実

施について」（平成 17・12・22 原院第 6 号）に基づき提出した「島根原子力発電所第

２号機における高サイクル熱疲労による損傷の防止に関する評価及び検査結果の提出に

ついて」（平成18年6月19日付電原運第２９号）（以下「報告書」という。）にて評価し

ている。 

また，技術基準規則第 19 条解釈に示された配管内円柱状構造物の流力振動及び配管の

高サイクル熱疲労の評価が必要となる一次冷却材が循環する施設は参考資料に示すとおり，

省令 62 号から変更はない。よって改めて検討する範囲は今回拡大した原子炉冷却材圧力

バウンダリ範囲及びその他改造範囲で十分である。 

2. 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲及びその他改造範囲の構成

原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲及びその他改造範囲について図１～図１１に示す。
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図１ 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲（残留熱除去系Ａ系） 

：報告書での評価範囲 

：原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲 
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図２ 原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲（残留熱除去系Ｂ系） 

 

：報告書での評価範囲 

：原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲 
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図３ その他改造範囲（原子炉圧力容器から原子炉浄化補助ポンプ入口管までのうち電動弁（MV213-2）を設置しているライン（運用変更範囲）） 
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図４ その他改造範囲（原子炉隔離時冷却系ストレーナから原子炉隔離時冷却ポンプまでのうち高圧原子炉代替注水系への分岐部） 

：報告書での評価範囲 

：その他改造範囲 

（合流部の追加） 
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図５ その他改造範囲（原子炉隔離時冷却ポンプから原子炉圧力容器までのうち高圧原子炉代替注水ポンプ出口ライン合流部） 

 

：報告書での評価範囲 

：その他改造範囲 

 （分岐部の追加） 

：報告書での評価範囲 

：その他改造範囲 

 （合流部の追加） 
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図６ 残留熱除去系ヘッドスプレイラインの系統概要図 

 

①配管

②弁

③配管溶接部

④支持構造物取付溶接部
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原子炉圧力容器へ

（第１隔離弁）

V222-7

⑤

①

④

②（第２隔離弁）

MV222-14

③

：SFVC2B
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図７ 残留熱除去系停止時冷却モード戻りライン（Ａ／Ｂ系）の系統概要図 
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③
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図８ 残留熱除去系停止時冷却モード抜き出しラインの系統概要図 

 

 

図９ その他改造範囲（原子炉圧力容器から原子炉浄化補助ポンプ入口管までのうち電動弁

（MV213-2）を設置しているライン（運用変更範囲））の系統概要図 
 

  

R/B

PCV

原子炉圧力容器より （第１隔離弁）

MV222-6

②（第２隔離弁）
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X-33

①配管
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①
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図１０ その他改造範囲（原子炉隔離時冷却系ストレーナから原子炉隔離時冷却ポンプまでの

うち高圧原子炉代替注水系への分岐部）の系統概要図 
 

 

 
 

図１１ その他改造範囲（原子炉隔離時冷却ポンプから原子炉圧力容器までのうち高圧原子炉

代替注水ポンプ出口ライン合流部）の系統概要図 
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②配管溶接部

：STPT410

①

②

②
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3. まとめ 

図１～図１１より，今回の原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲は全て報告書の評価範囲に含ま

れており，流体振動又は温度変動による損傷が懸念され新たに評価が必要となる部位は無い。そ

の他改造範囲については，流体振動による損傷の評価対象となる配管内円柱状構造物が設置さ

れていなく，温度変動による損傷の評価対象となる高低温水合流部及び閉塞分岐管がないため

評価が必要となる部位は無い。また，保安院に提出した報告書を添付 1，添付 2 に示す。これによ

り，技術基準第 19 条に示されたとおり，配管内円柱状構造物の流力振動については「配管内円柱

状構造物の流力振動評価指針」（JSME S012），高サイクル熱疲労については「配管の高サイクル熱疲

労に関する評価指針」（JSME S017）に規定された手法により評価しており，問題があると評価さ

れた部位については対策をとり，結果を定期事業者検査で確認している。 

 

4. 添付資料 

添付 1－流体振動による配管内円柱構造物の損傷防止に関する評価結果と措置計画等の報告

について（訂正版） 

添付 2－高サイクル熱疲労による損傷の防止に関する評価および検査結果について 

 

【参考資料】 

参考資料１－技術基準規則の新旧比較について 

参考資料２－評価範囲の選定理由について 
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流体振動による配管内円柱状構造物の損傷防止に関する 
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添付 2 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高サイクル熱疲労による損傷の防止に関する 

評価および検査結果について





































































































































































































 

【参考資料１】 

 

技術基準規則の新旧比較について 

 

発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令（平成25年6月28日）と実用発電用原子炉

及びその附属施設の技術基準に関する規則（令和2年4月1日）との比較について以下の表に示

す。 

 

表 技術基準規則の新旧比較表 

発電用原子力設備に関する技術基準を

定める省令（平成25年6月28日） 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

技術基準に関する規則（令和2年4月1

日） 

備考 

（流体振動等による損傷の防止） （流体振動等による損傷の防止）  

第六条 第十九条  

燃料体及び反射材並びにこれらを支

持する構造物、熱遮へい材並びに一次

冷却系統に係る施設に属する容器、

管、ポンプ及び弁は、一次冷却材若し

くは二次冷却材の循環、沸騰等により

生ずる流体振動又は温度差のある流体

の混合等により生ずる温度変動により

損傷を受けないように施設しなければ

ならない。 

燃料体及び反射材並びに炉心支持構

造物、熱遮蔽材並びに一次冷却系統に

係る容器、管、ポンプ及び弁は、一次

冷却材又は二次冷却材の循環、沸騰そ

の他一次冷却材又は二次冷却材の挙動

により生ずる流体振動又は温度差のあ

る流体の混合その他の一次冷却材又は

二次冷却材の挙動により生ずる温度変

動により損傷を受けないように施設し

なければならない。 

 

追加要求なし 

解釈 解釈  

１ 「流体振動により損傷を受けない

ように施設しなければならない」

とは流れの乱れ、渦、気ほう等に

起因する高サイクル疲労による損

傷の発生防止を規定するものであ

り、以下の措置を講じること。 

 

・蒸気発生器伝熱管郡の曲げ部に

ついては、日本機械学会「設計・

建設規格」（JSME S NC1-2005）

PVB-3600に規定する手法を適用す

ること。 

１ 「流体振動により損傷を受けない

ように施設しなければならない」

とは流れの乱れ、渦、気泡等に起

因する高サイクル疲労による損傷

の発生防止を規定するものであ

り、以下の措置を講ずること。 

 

・蒸気発生器伝熱管郡の曲げ部に

ついては、日本機械学会「発電用

原子力設備規格 設計・建設規格

（ 2005 年 版 ） （ JSME S NC1-

2005）」（以下「「設計建設規格

2005」」という。）PVB-3600 又は

「設計・建設規格 2012」PVB-3600

に「日本機械学会「設計・建設規

格」及び「材料規格」の適用に当

たって（別記―２）の要件を付し

たものによること。 

 

追加要求なし 

 

  



発電用原子力設備に関する技術基準を

定める省令（平成25年6月28日） 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

技術基準に関する規則（令和2年4月1

日） 

備考 

・管に設置された円柱状構造物で

耐圧機能を有するものについて

は、日本機械学会「配管内円柱状

構造物の流力振動評価指針」

（JSME S012）に規定する手法を適

用すること。なお耐圧機能を有し

ないものについては第8条の2第2項

によること。（日本機械学会「発

電用原子力設備規格 設計建設規

格（JSME S NC1）」（2005年改訂

版）並びに流力振動及び高サイク

ル熱疲労に関する評価指針の技術

評価書）

２ 「温度差のある流体の混合等によ

り生ずる温度変動により損傷を受

けないように施設しなければなら

ない」とは、日本機械学会「配管

の高サイクル熱疲労に関する評価

指針」（JSME S017）に規定する手

法を適用し、損傷の発生防止措置

を講じること。なお供用開始後に

おける運転管理等の運用上の対応

を考慮して施設することができ

る。（日本機械学会「発電用原子

力設備規格 設計・建設規格（JSME 

S NC1）」（2005年改訂版）並びに

流力振動及び高サイクル熱疲労に

関する評価指針の技術評価書） 

３ 配管内円柱状構造物の流力振動及

び配管の高サイクル熱疲労につい

ては、一次冷却材が循環する施設

として、原子炉冷却材浄化系、残

留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）（BWR）及び化学体積制御

系、余熱除去系（PWR）を含めて措

置を講じること。 

・管に設置された円柱状構造物で

耐圧機能を有するものについて

は、日本機械学会「配管内円柱状

構造物の流力振動評価指針」

（JSME S012）に規定する手法を適

用すること。（「日本機械学会

「発電用原子力設備規格 設計建

設規格（JSME S NC1）」（2005年

改訂版）並びに流力振動及び高サ

イクル熱疲労に関する評価指針の

技術評価書」（平成17年12月原子

力安全・保安院，原子力安全基盤

機構取りまとめ）及び「設計・建

設規格2012技術評価書」） 

２ 「温度差のある流体の混合等によ

り生ずる温度変動により損傷を受

けないように施設しなければなら

ない」とは、日本機械学会「配管

の高サイクル熱疲労に関する評価

指針」（JSME S017）に規定する手

法を適用し、損傷の発生防止措置

を講ずること。（日本機械学会

「発電用原子力設備規格 設計・建

設規格（JSME S NC1）」（2005年

改訂版）並びに流力振動及び高サ

イクル熱疲労に関する評価指針の

技術評価書」（平成17年12月原子

力安全基盤機構取りまとめ））

３ 配管内円柱状構造物の流力振動及

び配管の高サイクル熱疲労につい

ては、一次冷却材が循環する施設

として、原子炉冷却材浄化系、残

留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）（BWR）及び化学体積制御

系、余熱除去系（PWR）を含めて措

置を講ずること。 

追加要求なし 



【参考資料２】 

評価範囲の選定理由について 

 

1. 概要 

本資料は「Ⅵ-1-4-2_流体振動又は温度変動による損傷の防止に関する説明書」における

評価対象範囲について，その選定理由をまとめたものである。 

 

2. 規則上の要求 

2.1 技術基準規則上の要求 

流体振動及び高サイクル熱疲労の考慮を要求している技術基準規則第十九条の中では

評価範囲について以下の通り定義されている。 

よって，以下の設備については流体振動及び高サイクル熱疲労の評価を実施している。 

 

・一次冷却材の循環施設 

・原子炉浄化系 

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

 

（以下，技術基準規則抜粋） 

第十九条 燃料体及び反射材並びに炉心支持構造物、熱遮蔽材並びに一次冷却系統に係る

容器、管、ポンプ及び弁は、一次冷却材又は二次冷却材の循環、沸騰その他の

一次冷却材又は二次冷却材の挙動により生ずる流体振動又は温度差のある流

体の混合その他の一次冷却材又は二次冷却材の挙動により生ずる温度変動に

より損傷を受けないように施設しなければならない。 

 

（解釈） 

３ 配管内円柱状構造物の流力振動及び配管の高サイクル熱疲労については、一次

冷却材が循環する施設として、原子炉冷却材浄化系、残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）（ＢＷＲ）及び化学体積制御系、余熱除去系（ＰＷＲ）を含めて措置

を講じること。 

 

2.2 技術基準規則のうちその他条文（第十四条）における流体振動に関する記載 

技術基準規則においては第十九条以外にも第十四条（安全設備）では，流体振動に関す

る考慮について以下の通り要求されている。安全設備については第二条及びその解釈に

より非常用炉心冷却系として原子炉隔離時冷却系が該当することから，以下の設備につ

いては，流体振動の評価を実施している。 

 

・原子炉隔離時冷却系



第十四条（安全設備）解釈 

３ 第２項に規定する「想定されているすべての環境条件」とは、通常運転時、運転時の

異常な過渡変化及び事故時において、所定の機能を期待されている構築物、系統及び機

器が、その間にさらされると考えられるすべての環境条件のことで、格納容器内の安全

設備であれば通常運転からＬＯＣＡ時までの状態において考えられる圧力、温度、放射

線、湿度をいう。また、「環境条件」には、冷却材の性状（冷却材中の破損物等の異物

を含む）が含まれる。この場合において、配管内円柱状構造物が流体振動により破損物

として冷却材に流入することの評価に当たっては、日本機械学会「配管内円柱状構造物

の流力振動評価指針（JSME S012）」を適用すること。 

第二条（定義） 

八 「安全設備」とは、次に掲げる設備であってその故障、損壊等により公衆に放射線障

害を及ぼすおそれを直接又は間接に生じさせるものをいう。 

ハ 安全保護装置（運転時の異常な過渡変化が生じる場合、地震の発生等により原子炉

の運転に支障が生じる場合、及び一次冷却材喪失等の事故時に原子炉停止系統を自

動的に作動させ、かつ、原子炉内の燃料の破損等による多量の放射性物質の放出のお

それがある場合に、工学的安全施設を自動的に作動させる装置をいう。以下同じ。）、

非常用炉心冷却設備（原子炉圧力容器内において発生した熱を通常運転時において

除去する施設がその機能を失った場合に原子炉圧力容器内において発生した熱を除

去する設備をいう。以下同じ。）その他非常時に原子炉の安全を確保するために必要

な設備及びそれらの附属設備 

第二条（定義）解釈 

ハ 安全保護装置、非常用炉心冷却設備及び次の施設

・工学的安全施設（非常用炉心冷却設備、原子炉格納容器及びその隔離弁を除く）

・原子炉隔離時冷却系（ＢＷＲ）

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）（ＢＷＲ）

・逃がし安全弁（安全弁としての開機能）（ＢＷＲ）

・制御室非常用換気空調系

・格納容器雰囲気放射線モニタ（事故時）（ＢＷＲ）



3. 本設工認における原冷施設のＤＢ改造範囲について

本設工認においては，１章の要求に基づき以下の範囲を評価対象範囲として選定してい

る。これらについては本設工認においてＲＣＰＢの拡大または設計基準対象施設としての

改造を行っているため，評価を実施している。 

建設時から変更のない設備については，経済産業省原子力安全・保安院による指示文書

の別紙 1「新省令第 6 条及び第 8 条の 2 第 2 項における流体振動による損傷の防止に

関する当面の措置について」（平成 17・12・22 原院第 6 号）に基づき保安院に提出した

「島根原子力発電所１号機及び２号機 流体振動による配管内円柱状構造物の損傷防止

に関する評価結果と措置計画等の報告について」（平成 18年 10月 13日付電原運第８０号）

及びＮＩＳＡ文書「発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令の改正に伴う電気事

業法に基づく定期事業者検査の実施について」（平成 17・12・22 原院第 6 号）に基づき

提出した「島根原子力発電所第２号機における高サイクル熱疲労による損傷の防止に関す

る評価及び検査結果の提出について」（平成 18年 6月 19日付電原運第２９号）（以下「報

告書」という。）にて評価しているため，今回改めて評価はしていない。 

＜ＲＣＰＢ拡大範囲＞ 

・MV222-14（残留熱除去系炉頂部冷却内側隔離弁）から V222-7（残留熱除去系炉頂部冷

却水逆止弁）まで＜残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）として評価＞

・MV222-11A,B（残留熱除去系ポンプ炉水戻り弁）から AV222-3A,B（残留熱除去系炉水

戻り試験可能逆止弁）まで＜残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）として評価＞

・MV222-6（残留熱除去系炉水入口内側隔離弁）から MV222-7（残留熱除去系炉水入口外

側隔離弁）まで ＜残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）として評価＞

＜その他の改造範囲（運用変更範囲含む。）＞  

・原子炉圧力容器から原子炉浄化補助ポンプ入口管までのうち電動弁（MV213-2）を設置

しているライン（運用変更範囲）＜原子炉浄化系として評価＞ 

・原子炉隔離時冷却系ストレーナから原子炉隔離時冷却ポンプまでのうち高圧原子炉代

替注水系への分岐部＜原子炉隔離時冷却系として評価＞

・原子炉隔離時冷却ポンプから原子炉圧力容器までのうち高圧原子炉代替注水ポンプ出

口ライン合流部＜原子炉隔離時冷却系として評価＞



なお，以下の範囲については残留熱除去系ではあるものの，原子炉停止時冷却モードに

該当しないため，流体振動及び高サイクル熱疲労の評価対象外として整理している。 

＜その他の改造範囲（運用変更範囲含む。）＞ 

・Ａ系原子炉再循環系戻り管からサプレッションチェンバスプレイヘッダまでのうちサ

プレッションプール水 pH制御系の合流部

・サプレッションチェンバから高圧原子炉代替注水系主配管（高圧原子炉代替注水ポン

プ供給管）までのうち高圧原子炉代替注水系の分岐部



資料 No.5 

非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備のポンプの 

有効吸込水頭に関する説明書に係る補足説明資料 
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補足 1-1 

1. 非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備のポンプの有効吸込水頭について

（1） 原子炉隔離時冷却系に用いる原子炉隔離時冷却ポンプの有効吸込水頭に関する補足説明

原子炉隔離時冷却系に用いる原子炉隔離時冷却ポンプ（評価流量：99m3/h） 

記載内容 
根拠 

項目 値 

Ha： 吸込み液面に作用する絶

対圧力 
m 

原子炉隔離時冷却ポンプ運転中の有効 NPSH評価上厳しい条件となる，サプレッションチェンバ圧力( kPa[gage])に加えて，大気圧 101.325kPaを考慮し，吸込

み液面に作用する絶対圧力は mとしている。 

( +101.325)/9.80665= m 

Hs： 吸込揚程 m 

静水頭は，以下の差分 mとしている。 

●水源の水位：EL m 

水源の水位としては，サプレッションプールの最低水位（保安規定における運転上の制限（下限値））とした。 

●ポンプの吸込み口高さ：EL m 

H1： ポンプ吸込配管圧損 m 

サプレッションプールから原子炉隔離時冷却ポンプまでの配管及び弁類圧損は，原子炉隔離時冷却ポンプが以下の流量＊1で運転することを想定する。

この場合，サプレッションプールから原子炉隔離時冷却ポンプまでの配管＊2及び弁類圧損の合計値は， mとなる。

●原子炉隔離時冷却ポンプ：99 m3/h×1台

ポンプ吸込配管中の圧損は，圧損合計値より mに設定する。

注記＊1：サプレッションプールから原子炉隔離時冷却ポンプの吸込配管は，単独取水する配管構成となっているため，他の非常用炉心冷却設備のポンプの

運転流量を圧損計算上で考慮する必要はない。 

  ＊2：サプレッションプール内のティー及びペネ含む 

H2： 異物付着なしの状態にお

けるストレーナ圧損 
m 

異物付着なしの状態におけるストレーナ圧損を保守的に丸めて，以下に示す。 

●ストレーナ本体部圧損： m 

hs： ポンプ吸込口における飽

和蒸気圧水頭 
10.3m 

原子炉隔離時冷却ポンプ運転中のサプレッションプール水最高運転温度が約 100℃であるため，これを上回る温度として 100℃における飽和蒸気圧力 10.3 mとし

ている。 

有効 NPSH 

(Ha＋Hs－H1－H2－hs) 
m 

有効 NPSHは，以下の計算式により算出している。 

有効 NPSH＝Ha＋Hs－H1－H2－hs

-10.3

＝ m 

必要 NPSH m 

原子炉隔離時冷却系に用いる原子炉隔離時冷却ポンプ運転流量 99 m3/hにおける必要 NPSHとしてポンプ性能より設定している。 

以上の計算結果より，有効 NPSHと必要 NPSHの関係は以下のとおりとなり，必要 NPSHが確保されることからポンプ運転状態として問題ない結果となる。 

有効 NPSH： m＞必要 NPSH： m 

補足 1 



補足 1-2 

（2） 高圧原子炉代替注水系に用いる高圧原子炉代替注水ポンプの有効吸込水頭に関する補足説明

高圧原子炉代替注水系に用いる高圧原子炉代替注水ポンプ（評価流量：93m3/h） 

記載内容 
根拠 

項目 値 

Ha： 吸込み液面に作用する絶

対圧力 
m 

高圧原子炉代替注水ポンプ運転中の有効 NPSH評価上厳しい条件となる，サプレッションチェンバ圧力( kPa[gage])に加えて，大気圧 101.325kPaを考慮し，吸

込み液面に作用する絶対圧力は mとしている。 

( +101.325)/9.80665= m 

Hs： 吸込揚程 m 

静水頭は，以下の差分 mとしている。 

●水源の水位：EL m 

水源の水位としては，サプレッションプールの最低水位（保安規定における運転上の制限（下限値））とした。 

●ポンプの吸込み口高さ：EL m 

H1： ポンプ吸込配管圧損 m 

サプレッションプールから高圧原子炉代替注水ポンプまでの配管及び弁類圧損は，高圧原子炉代替注水ポンプが以下の流量＊1で運転することを想定する。

この場合，サプレッションプールから高圧原子炉代替注水ポンプまでの配管＊2及び弁類圧損の合計値は， mとなる。

●高圧原子炉代替注水ポンプ：93 m3/h×1台

ポンプ吸込配管中の圧損は，圧損合計値より mに設定する。

注記＊1：サプレッションプールから高圧原子炉代替注水ポンプの吸込配管は，残留熱除去ポンプと共用する部分があるが，同時使用しない運用であるため，

残留熱除去ポンプの運転流量を圧損計算上で考慮する必要はない。 

  ＊2：サプレッションプール内のティー及びペネ含む 

H2： 異物付着なしの状態にお

けるストレーナ圧損 
m 

異物付着なしの状態におけるストレーナ圧損を，以下に示す。 

●ストレーナ本体部圧損： m 

hs： ポンプ吸込口における飽

和蒸気圧水頭 
10.3m 

高圧原子炉代替注水ポンプ運転中のサプレッションプール水最高運転温度が約 100℃であるため，これを上回る温度として 100℃における飽和蒸気圧力水頭 10.3m

としている。 

有効 NPSH 

(Ha＋Hs－H1－H2－hs) 
m 

有効 NPSHは，以下の計算式により算出している。 

有効 NPSH＝Ha＋Hs－H1－H2－hs

＝ -10.3 

＝ m 

必要 NPSH m 

高圧原子炉代替注水系に用いる高圧原子炉代替注水ポンプ運転流量 93 m3/h における必要 NPSHとしてポンプ性能より設定している。 

以上の計算結果より，有効 NPSHと必要 NPSHの関係は以下のとおりとなり，必要 NPSHが確保されることからポンプ運転状態として問題ない結果となる。 

有効 NPSH： m＞必要 NPSH： m 



補足 1-3 

（3） 低圧原子炉代替注水系に用いる低圧原子炉代替注水ポンプの有効吸込水頭に関する補足説明

低圧原子炉代替注水系に用いる低圧原子炉代替注水ポンプ（評価流量： m3/h） 

記載内容 
根拠 

項目 値 

Ha： 吸込み液面に作用する絶

対圧力 
10.3m 

水源である低圧原子炉代替注水槽は大気に開放しているため，吸込み液面に作用する絶対圧力は，大気圧とし 10.3mとしている。 

Hs： 吸込揚程 m 

静水頭は，以下の差分 mとしている。 

●水源の水位：EL m 

水源の水位としては，低圧原子炉代替注水ポンプトリップ水位を保守的に丸めた値とした。 

●ポンプ軸中心：EL m 

H1： ポンプ吸込配管圧損 m 

サプレッションプールから低圧原子炉代替注水ポンプまでの配管及び弁類圧損は，低圧原子炉代替注水ポンプが以下の流量で運転することを想定する。

この場合，サプレッションプールから低圧原子炉代替注水ポンプまでの配管及び弁類圧損の合計値は， mとなる。 

●低圧原子炉代替注水ポンプ： m3/h×1台 

ポンプ吸込配管中の圧損は，圧損合計値より mに設定する。 

hs： ポンプ吸込口における飽

和蒸気圧水頭 
2.7m 

低圧原子炉代替注水槽の最高使用温度 66℃における飽和蒸気圧力水頭として，2.7mとしている。 

有効 NPSH 

(Ha＋Hs－H1－H2－hs) 
m 

有効 NPSHは，以下の計算式により算出している。 

有効 NPSH＝Ha＋Hs－H1－H2－hs

＝10.3+ -2.7 

＝ m 

必要 NPSH m 

低圧原子炉代替注水系に用いる低圧原子炉代替注水ポンプ運転流量 m3/h における必要 NPSHとしてポンプ性能より設定している。 

以上の計算結果より，有効 NPSHと必要 NPSHの関係は以下のとおりとなり，必要 NPSHが確保されることからポンプ運転状態として問題ない結果となる。 

有効 NPSH： m＞必要 NPSH： m 



補足 2-1 

補足２ 

原子炉隔離時冷却ポンプ及び高圧原子炉代替注水ポンプの 

有効吸込水頭の評価における原子炉格納容器の背圧の考慮について 

重大事故等時，原子炉格納容器圧力及びサプレッションプール水温度は時間経過ととも

に変化するが，原子炉格納容器圧力は常にサプレッションプール水温度に対応する飽和水

蒸気圧力を超えている。したがって，原子炉隔離時冷却ポンプ及び高圧原子炉代替注水ポ

ンプの有効吸込水頭の評価にあたっては，原子炉格納容器圧力よりサプレッションプール

水温度に対応する飽和蒸気圧力を差し引いた圧力である，原子炉格納容器の背圧を見込む

ことができる。原子炉格納容器の背圧を考慮する場合には，有効吸込水頭（以下「有効

NPSH」という。）の評価を保守的にするため，原子炉格納容器の背圧を小さく評価する必

要がある。このため，原子炉格納容器圧力及びサプレッションプール水温度に影響する評

価条件を設定した解析を行い，保守的な原子炉格納容器の背圧を考慮した場合の有効 NPSH

が，ポンプの必要吸込水頭（以下「必要 NPSH」という。）を上回ることを確認する。 

１．評価事象の選定 

（１）評価事象 

評価の対象とする事象は，原子炉隔離時冷却ポンプ又は高圧原子炉代替注水ポンプに

期待する炉心損傷防止対策の有効性評価における重要事故シーケンスの中から，原子炉

格納容器の背圧がもっとも小さくなる重要事故シーケンスを選定する。 

第 1表に有効 NPSH評価事象の整理を示す。原子炉隔離時冷却ポンプの評価について

は，全交流動力電源喪失（長期 TB）を対象とする。また，高圧原子炉代替注水ポンプの

評価については，全交流動力電源喪失（TBU，TBD）を対象とする。 

なお，有効性評価解析においては，低圧原子炉代替注水系の有効性を確認する観点よ

り，逃がし安全弁（自動減圧機能）による急速減圧開始と同時に，原子炉隔離時冷却ポ

ンプ又は高圧原子炉代替注水ポンプによる原子炉注水を停止する扱いとしている。

（２）評価事象の包絡性 

原子炉停止機能喪失及び逃がし安全弁再閉鎖失敗を想定する事故シーケンス以外の事

故シーケンスでは，崩壊熱とのバランスで逃がし安全弁（逃がし弁機能）2個によって

原子炉圧力が制御されるため，その排気によりサプレッションプール水温度が上昇し，

原子炉格納容器の背圧が小さくなっていく。このため，原子炉圧力制御時間が長く，ポ

ンプの運転時間が長くなる事故シーケンスほど原子炉格納容器の背圧条件が厳しくな

る。 
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ここで，全交流動力電源喪失（長期 TB，TBU，TBD）及び崩壊熱除去機能喪失の重要事

故シーケンスは，事象発生直後より逃がし安全弁（逃がし弁機能）による原子炉圧力制

御が開始される事故シーケンスであり，急速減圧を開始する約８時間までポンプの運転

を継続する事故シーケンスであることから，原子炉格納容器の背圧条件としては最も厳

しくなる。このうち，全交流動力電源喪失（長期 TB）及び崩壊熱除去機能喪失について

は，サプレッションプール水温度が 100℃に到達する８時間までポンプの運転を継続す

ることに変わりはないことから，原子炉隔離時冷却ポンプの評価にあたっては，全交流

動力電源喪失（長期 TB）を対象とする。なお，実際にはポンプの運転時間が８時間より

も長くなる可能性はあるが，サプレッションプール水温度が 100℃到達時にポンプの運

転を停止することから，原子炉格納容器の背圧条件に対する影響はない。 

原子炉停止機能喪失は原子炉格納容器圧力の上昇が早い事象であるため，ポンプ運転

中の原子炉格納容器の背圧は大きめに推移する。また，逃がし安全弁再閉鎖失敗を想定

する事故シーケンスでは，原子炉圧力の減少が早く，ポンプ運転時間が短くなるため，

ポンプ運転停止時の原子炉格納容器の背圧は大きくなる。 

以上のことより，原子炉隔離時冷却ポンプ及び高圧原子炉代替注水ポンプの有効 NPSH

評価にあたっては，ポンプの運転時間が長くなる全交流動力電源喪失（長期 TB）及び全

交流動力電源喪失（TBU，TBD）の重要事故シーケンスを対象に評価することで，保守的

な原子炉格納容器の背圧条件を設定することができる。 

２．解析条件 

保守的に原子炉格納容器の背圧を小さくする観点より，設置変更許可申請書添付書類

十で示した有効性評価解析の条件よりも，原子炉格納容器圧力を低めに評価する解析条

件を設定する。また，サプレッションプール水位及びサプレッションプール水温度につ

いては，有効性評価解析において，サプレッションプール水温度を高めに評価する条件

を設定しており，本評価においても同一の条件を設定する。第 2表に解析条件を示す。 

３．評価結果 

第 3表及び第 4表に有効 NPSH算定結果を，第 5表及び第 6表に有効 NPSH評価結果を

示す。また，第 1図から第 6図に，原子炉格納容器圧力の推移，サプレッションプール

水温度の推移，有効 NPSHの推移を示す。 

ポンプの運転期間中において，原子炉格納容器の背圧が最も厳しくなるポンプ停止時

点（8時間）での有効 NPSHを第 5表に示す。なお，ポンプ吸込口における飽和蒸気圧水

頭については，保守的に解析結果を包絡する 100℃の飽和蒸気圧に基づき算定した値を

設定している。 
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第 6表に示すとおり，保守的な原子炉格納容器の背圧を考慮した場合においても，原

子炉隔離時冷却ポンプ及び高圧原子炉代替注水ポンプによる原子炉注水に期待する期間

の有効 NPSHは，それぞれのポンプの必要 NPSH を上回る。 



補足 2-4 

第
1
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＊
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第
2
表
 
解
析
条
件
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有
効
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有
効
性
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解
析
 

（
参
考
）
 

解
析
条
件
 

条
件
選
定
理
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格
納
容
器
圧
力
 

大
気
圧
 

実
機
条
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に
対
し
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低
め
の
値
と
し
て
設
定
。

 

初
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，
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ン
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。
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ョ
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。

 

3
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第 3表 原子炉隔離時冷却ポンプの有効 NPSH算定結果 

（単位：ｍ） 

重大事故等時 

Ha：吸込液面に作用する絶対圧力 

Hs：吸込揚程 

H1：ポンプ吸込配管圧損 ＊2

H2：異物付着なしの状態におけるストレーナ圧損＊1 

hs：ポンプ吸込口における飽和水蒸気圧 10.3＊3 

有効 NPSH(Ha＋Hs－H1－H2－hs) 

注記＊1：原子炉隔離時冷却ポンプは LOCA事象において使用しないため。 

＊2：ティー及びペネ部を含む。 

＊3：解析結果を包絡するサプレッションプール水温 100℃の飽和蒸気圧に基づき算定

した値 

第 4 表 高圧原子炉代替注水ポンプの有効 NPSH算定結果 

（単位：ｍ） 

重大事故等時 

Ha：吸込液面に作用する絶対圧力 

Hs：吸込揚程 

H1：ポンプ吸込配管圧損 ＊2

H2：異物付着なしの状態におけるストレーナ圧損＊1 ＊3

hs：ポンプ吸込口における飽和水蒸気圧 10.3＊4 

有効 NPSH(Ha＋Hs－H1－H2－hs) 

注記＊1：高圧原子炉代替注水ポンプは LOCA事象において使用しないため。 

＊2：ティー及びペネ部を含む。 

＊3：高圧原子炉代替注水ポンプの流量は，ストレーナを兼用する残留熱除去ポンプ

の流量に比べて小さく，ストレーナ圧損は低減するが，有効 NPSH 評価上保守的

な評価となるように，残留熱除去ポンプ運転時のストレーナ圧損を使用するも

のとし，設備の変更がないため，残留熱除去系ストレーナの既工事計画添付書

類の算定値と同じとする。 

＊4：解析結果を包絡するサプレッションプール水温 100℃の飽和蒸気圧に基づき算定

した値 
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第 5表 原子炉隔離時冷却ポンプの有効 NPSH評価結果 

（単位：ｍ） 

必要 NPSH 
有効 NPSH 

重大事故等時 

原子炉隔離時冷却ポンプ 

第 6 表 高圧原子炉代替注水ポンプの有効 NPSH評価結果 

（単位：ｍ） 

必要 NPSH 
有効 NPSH 

重大事故等時 

高圧原子炉代替注水ポンプ 



補足 2-8 

第 1図 原子炉格納容器圧力の推移 

［全交流動力電源喪失（長期 TB）］ 

第 2図 サプレッションプール水温度の推移 

［全交流動力電源喪失（長期 TB）］ 
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圧力 約 kPa(約 8 時間) 

RCIC ポンプ停止時のサプレッション・

プール水温度 約 100℃(約 8 時間) 
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第 3図 原子炉隔離時冷却ポンプ有効 NPSHの推移 

［全交流動力電源喪失（長期 TB）］ 

第 4図 原子炉格納容器圧力の推移 

［全交流動力電源喪失（TBD，TBU）］ 
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原子炉隔離時冷却ポンプ必要 NPSH m 

注記＊1：格納容器圧力及びサプレッションプール水温度の推移に基づき算出 

＊2：保守的にサプレッションプール水温度 100℃の条件で算定した値 

HPAC 停止時の格納容器(S/C)圧力 

約 kPa(約 8.3 時間) 
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第 5図 サプレッションプール水温度の推移 

［全交流動力電源喪失（TBD，TBU）］ 

第 6図 高圧原子炉代替注水ポンプ有効 NPSHの推移 

［全交流動力電源喪失（TBD，TBU）］ 
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高圧原子炉代替注水ポンプ停止時の有効 NPSH 算定値 m＊2 

高圧原子炉代替注水ポンプ必要 NPSH m 

注記＊1：格納容器圧力及びサプレッションプール水温度の推移に基づき算出 
＊2：保守的にサプレッションプール水温度 100℃の条件で算定した値 

HPAC 停止時のサプレッション・プー

ル水温度 約 100℃(約 8.3 時間)
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補足3 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの圧損評価について 



補足 3-2 

1. はじめに

本書は，原子炉隔離時冷却系ストレーナの圧損を評価したものである。

図1-1 圧損評価部位 

ストレーナ

（圧損評価部位） 
ティー部

原子炉格納容器貫通部 
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2. ストレーナ圧損

ストレーナ圧損は，設計上ストレーナ表面積の ％が閉塞した場合の圧力損失として求

める。 

 2.1 仕様 

表 2-1にポンプの定格流量を示す。 

表 2-1 原子炉隔離時冷却ポンプの定格流量 

ポンプ名称 
定格流量 Q 

m3/h 

原子炉隔離時冷却ポンプ 99 

2.2 圧力損失に関する検討 

2.2.1  ストレーナ近傍の平均流速 

(1) ストレーナの寸法

Ｄｉ＝  mm 

Ｒｉ＝  mm 

ｔｓ＝  mm 

Ｄｏ＝Ｄｉ＋2・ｔｓ＝ ＋2×  ＝  mm＝  m 

Ｒｏ＝Ｒｉ＋ｔｓ＝ ＋  ＝  mm＝  m 

ｈ＝  mm 

ｈ2＝Ｒo－  
2

2

2

 
  
 

ｏ
o

Ｄ
Ｒ ＝ －  

 
  
 

2
2

2
＝  mm 

＝  m 

ｈ1＝ｈ－ｈ2＝ － ＝  mm＝  m 

Ｓ1＝π・Ｄｏ・ｈ1＝π×  × ＝  m2

Ｓ2＝2・π・Ｒｏ・ｈ2＝2×π× × ＝  m2

Ｓ＝Ｓ1＋Ｓ2＝ ＋ ＝  m2  

(ストレーナ表面積の ％が閉塞した場合の圧力損失を確認するため， 

ストレーナ 1個の表面積を用いて圧損を評価する。)

(2) ストレーナ近傍の平均流速

ストレーナの表面積：S＝  m2 

平均流速：ｖ＝
2 2Q / 60 99 / 60
＝

S
＝  m/s 

Ｄｏ 

Ｒｉ 

ｈ2 

Ｄｉ 

ｈ 

Ｒｏ 

ｈ1 

ts 
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2.2.2 圧損評価式 

(1) ストレーナ面積比

下図に示すような正三角形モデルとすると，

ストレーナ面積比：

 
 

 

2 2

2 2

ｄ
4 4ｆ＝ ＝
3 3

ｐ
2 2

＝

ここで，ｐ：ピッチ (mm) 

  ｄ：ストレーナ穴径 (mm) 

(2) ストレーナ通過時のレイノルズ数

① ストレーナ通過時の平均流速：
ｆ

ｖ
＝ｖ0  m/s 

② 動粘性係数：ν＝  m2/s (at  ℃) 

原子炉設置変更許可申請書の添付書類十「3.1.3.1 全交流動力電源喪失（長期Ｔ

Ｂ）」の解析では事象発生初期にサプレッションプール水温が 50℃以上であり，本評

価では保守的に水温を  ℃として評価を行う。 

水温  ℃時の水の密度及び動粘性係数は，下記に示す水の物性値 ＊1を用いる。 

・密度(ρ) ：  g/cm3 ＝  kg/m3

・動粘性係数(ν) ：  cSt ＝  m2/s 
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③ 等価直径 (流路断面が円形の場合 dh＝円形断面の直径)

  dh＝




0

0

4 ｆ
＝


 



2
4 ｄ
4

π ｄ
＝d (m) 

ここで，ｆ0：ストレーナの 1つの穴の面積 (m2)

Π0：ストレーナの 1つの穴の周長 (m) 

④ ストレーナ通過時のレイノルズ数

  Ｒe＝
0 hdｖ

ν
＝

 hd
ｖ

ｆ
ν

＝ ＝

(3) 縮流係数

縮流係数は下式により得られる。

Re 0 Re 12

φ
＝ ＋

ｆ
qu


  

① φ は，Diagram 8-5 ＊2の下表の数値を用いて直線内挿して算出する。 

(a) Ｒe＝ , ｆ＝  にて

Diagram 8-5 ＊2 の下表の数値  Ｒe＝ , ｆ＝ にて φ ＝ , 

Ｒe＝  , ｆ＝ にて φ ＝  から 

 線形補間により ｆ＝ におけるζφを算出する。 

φ ＝ ＝

(b) Ｒe＝  , ｆ＝  にて

Diagram 8-5 ＊2 の下表の数値  Ｒe＝ , ｆ＝  にて φ ＝ , 

Ｒe＝  , ｆ＝  にて φ ＝  から 

 線形補間によりｆ＝ におけるζφを算出する。 

φ ＝ ＝

(c) Ｒe＝  , ｆ＝  にて

(a),(b)から，線形補間により，Ｒe＝ ,ｆ＝ におけるζφを算

出する。 

φ ＝ ＝
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② 
0 Re

は，Diagram 8-5＊3の上表の数値を用いて直線内挿して算出する。

Diagram 8-5 ＊3 の上表の数値  Ｒe＝   にて 0 Re＝

Ｒe＝   にて 0 Re＝  から 

 線形補間によりＲe＝ における 
0 Reを算出する。

0 Re
＝ ＝

③ 1qu
 は，Diagram 4-15＊4(Ｒe ＞ 103)に基づいて算出する。

0.75 1.375 2

1 2
h

1
＝ 0.5 (1 ｆ) (1 ｆ) (1 ｆ)

ｄ ｆ
qu

  
 

          
 

  ＝

＝

(a)  (2.4－ ）10


    

(b) 
h

＞ 0.015
d

   （ℓ＝多孔プレートの厚さ） 

(c) ( ) ＝0.25＋0.535× 8 8{( ) / (0.05 ( ) )} 

＝0.25＋0.535×{ 8/(0.05＋ 8)} 

＝

(d) 管摩擦係数： 64

Ｒe
  (引用文献[3] 図 151) 

64 64

Ｒe
   

④ 縮流係数の計算

Re 0 Re 12

φ
＝ ＋ ＝

ｆ
qu


   

(4) ストレーナ部圧力損失

縮流係数を用いてストレーナ部圧力損失を計算する。
2

Re

ｖ
Ｈ＝ ＝ ＝ → m

2 g
 



注記＊1：引用文献[1]“Cameron Hydraulic Data, 16th Edition, 1984”page4-4 

＊2：引用文献[2]“HANDBOOK of HYDRAULIC RESISTANCE 3rd Edition” 

＊3：引用文献[2]“HANDBOOK of HYDRAULIC RESISTANCE 3rd Edition” 

＊4：引用文献[2]“HANDBOOK of HYDRAULIC RESISTANCE 3rd Edition” 
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2.3 結  論 

以上の計算結果から，ストレーナ片側が閉塞した場合のストレーナの圧力損失は， m

となる。 

ストレーナ名称
定格圧力損失 

(m) 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ 

[引用文献] 

[1]“Cameron Hydraulic Data, 16th Edition, 1984”page4-4 

[2] HANDBOOK of HYDRAULIC RESISTANCE 3rd Edition

[3] 機械工学便覧 基礎編 Ａ５ 流体工学 (日本機械学会 編)
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補足 4 

非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備及び圧力低減設備その他の安全設備で兼用するポンプの有効 NPSH評価条件について 

今回工事計画において，非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備及び圧力低減設備その他の安全設備で兼用するポンプについて，それぞれの機能に期待する際の有効 NPSH評価条件を比較し，評価対象を整理した結果を下表

に示す。また，各ポンプの系統機能の概要を第 1～3図に示す。 

第 1表 非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備及び圧力低減設備その他の安全設備で兼用するポンプの有効 NPSH評価条件の比較 

ポンプ名称 系統機能 水源 
有効 NPSH評価条件 

評価対象の整理 
流量 水源の圧力 水源の水位 水源の温度 異物有無 

残 留 熱 除 去

ポンプ 

低圧注水 

サプレッションプール 1218m3/h 

℃の 

飽和蒸気圧 

S/P 

最低水位 

℃ 

無し 
ストレーナへの異物付着による圧損上昇を考慮する DBA 時の

評価条件に包絡されることから，個別評価対象外としている。 

格納容器冷却 
℃の 

飽和蒸気圧 
℃ 

サプレッションプール水冷却
℃の 

飽和蒸気圧 
℃ 

低圧注水，格納容器冷却 

（DBA 評価） 
大気圧 100℃ 有り 

低 圧 原 子 炉

代 替 注 水 ポ

ンプ

低圧原子炉代替注水 

低圧原子炉代替注水槽 

m3/h 

大気圧 
ポンプ 

トリップ水位
66℃ 無し 

吸込配管の圧損等に寄与する流量が最も大きくなる低圧原子

炉代替注水時を代表とし，Ⅵ-1-4-3 にて評価している。 
格納容器代替スプレイ 

m3/h 

ペデスタル代替注水 

大量送水車 

低圧原子炉代替注水 
輪谷貯水槽（西１）（西２） 

海（取水槽） 
70m3/h 

大気圧 

水中ポンプ 

：空気を吸い込ま

ない水位を確保 

大量送水車 

：水中ポンプの押

込水頭を吸込側

にかけ，必要

NPSHを上回る

よう考慮 

40℃ 無し＊2 

水源が同じ場合，吸込配管（ホース）のルートも同じである

ため，圧損等に寄与する流量が最も大きくなるときが代表とな

る。 

輪谷貯水槽を水源とする場合，低圧原子炉代替注水及び格納

容器代替スプレイの同時注水時が最大流量となる。このとき，

格納容器代替スプレイ流量が低圧原子炉代替注水流量より大き

いことから，同時注水時の吸込配管の圧損に寄与する機能は格

納容器代替スプレイである。また，海を水源とする場合，低圧

原子炉代替注水時以外の機能に期待する時が最大流量となり，

格納容器代替スプレイを代表とする。 

以上より，圧力低減設備その他の安全設備として機能を期待

するときが代表となるため，Ⅵ-1-8-4にて評価している。 

なお，大量送水車の付属品である水中ポンプは，空気を吸い

込まない水位を確保しキャビテーションを防止する設計である

こと，大量送水車は付属品である水中ポンプにより，大量送水

車の必要 NPSHを上回る押込水頭が大量送水車の吸込側にかかる

よう設計していることから，評価対象外としている。 

格納容器代替スプレイ 
輪谷貯水槽（西１）（西２） 

海（取水槽） 
120m3/h 

ペデスタル代替注水 
輪谷貯水槽（西１）（西２） 

海（取水槽） 
120m3/h 

低圧原子炉代替注水及び格納容器

代替スプレイの同時注水 
輪谷貯水槽（西１）（西２） 150m3/h＊1 

低圧原子炉代替注水槽への供給 
輪谷貯水槽（西１）（西２） 

海（取水槽） 
120m3/h 

輪谷貯水槽（西１）（西２）への

供給 
海（取水槽） 120m3/h 

注記＊1：原子炉圧力容器への注水流量は 30m3/h，原子炉格納容器内へのスプレイ流量は 120m3/hである。 

＊2：海を水源として利用し，大量送水車の付属品である水中ポンプの吸込口のフィルタが閉塞した場合には，ポンプの起動停止によるフィルタ閉塞の回復及びポンプの吊り上げによるフィルタ清掃が可能である。フィルタ

清掃は吊り上げ作業等含め約 25分要するが，注水や補給作業を中断することがないよう，閉塞したフィルタの清掃時間を短縮するために，吊り上げ後に大量送水車に配備している予備の水中ポンプに取替える，吊り上

げ時間を短縮するために，事前にラインナップした他の大量送水車へ切替える等により，フィルタ閉塞時の影響を軽減することが可能である。なお，フィルタ閉塞は大量送水車付の流量計等により判断する。
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安全弁及び逃がし弁の吹出量計算書に係る補足説明資料 
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1. 原子炉冷却系統施設の安全弁等の必要な吹出量の設定根拠

名称 
必要な 

吹出量 
設定根拠 備考 

RV222-1A  kg/h 必要な吹出量は，原子炉圧力容器バウ

ンダリ隔離弁から残留熱除去系への弁

座漏えいが生じた場合に，その漏えい量

を全量逃がし得る容量として，メーカー

設計値である保守的に評価した

mL/h，  mL/h，  mL/hの合計値

mL/hを必要吹出量として設定し，質量流

量で＊  kg/hとする。 

設計弁座漏えい量 

MV222-5A,11A 

(  mL/h)  

MV222-13 

(  mL/h)  

注記＊：液体の比

重量は 1.000 g/cm3

とする。 

RV222-1B  kg/h 必要な吹出量は，原子炉圧力容器バウ

ンダリ隔離弁から残留熱除去系への弁

座漏えいが生じた場合に，その漏えい量

を全量逃がし得る容量として，メーカー

設計値である保守的に評価した

mL/h，  mL/hの合計値  mL/hを必

要吹出量として設定し，質量流量で＊ 

 kg/hとする。 

設計弁座漏えい量 

MV222-5B,11B 

(  mL/h)  

注記＊：液体の比

重量は 1.000 g/cm3

とする。 

RV222-1C  kg/h 必要な吹出量は，原子炉圧力容器バウ

ンダリ隔離弁から残留熱除去系への弁

座漏えいが生じた場合に，その漏えい量

を全量逃がし得る容量として，メーカー

設計値である保守的に評価した  mL/h

を必要吹出量として設定し，質量流量で

＊  kg/hとする。 

設計弁座漏えい量 

MV222-5C 

 (  mL/h) 

注記＊：液体の比

重量は 1.000 g/cm3

とする。 
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名称 
必要な 

吹出量 
設定根拠 備考 

RV222-2  kg/h 必要な吹出量は，通常運転時，閉塞状

態の弁間において，内包する流体の温度

上昇による熱膨張を全量逃がし得る容

量とする。想定熱膨張量は，系統内の保

有水量を，余裕を見た値の * m3とし，

保守的に水温が1時間で10℃から40℃に

変化した場合の熱膨張を計算した結果

から  kg/hと設定。 

これに対し余裕を見込んで，質量流量

で  kg/hとする。 

注記＊：系統内の

保有水量は逃がし

弁が接続されてい

る配管のうち閉塞

状態の弁間にて区

切られた容積に対

して余裕を持った

値で設定する。 

RV224-1  kg/h 必要な吹出量は，通常運転時，閉塞状

態の弁間において，内包する流体の温度

上昇による熱膨張を全量逃がし得る容

量とする。想定熱膨張量は，系統内の保

有水量を，余裕を見た値の * m3とし，

保守的に水温が1時間で10℃から40℃に

変化した場合の熱膨張を計算した結果

から  kg/hと設定。 

これに対し余裕を見込んで，質量流量

で  kg/hとする。 

注記＊：系統内の

保有水量は逃がし

弁が接続されてい

る配管のうち閉塞

状態の弁間にて区

切られた容積に対

して余裕を持った

値で設定する。 

RV223-1  kg/h 必要な吹出量は，通常運転時，閉塞状

態の弁間において，内包する流体の温度

上昇による熱膨張を全量逃がし得る容

量とする。想定熱膨張量は，系統内の保

有水量を，余裕を見た値の * m3とし，

保守的に水温が1時間で10℃から40℃に

変化した場合の熱膨張を計算した結果

から  kg/hと設定。 

これに対し余裕を見込んで，質量流量

で  kg/hとする。 

注記＊：系統内の

保有水量は逃がし

弁が接続されてい

る配管のうち閉塞

状態の弁間にて区

切られた容積に対

して余裕を持った

値で設定する。 
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名称 
必要な 

吹出量 
設定根拠 備考 

RV221-1  kg/h 必要な吹出量は，通常運転時，閉塞状

態の弁間において，内包する流体の温度

上昇による熱膨張を全量逃がし得る容

量とする。想定熱膨張量は，系統内の保

有水量を，余裕を見た値の * m3とし，

保守的に水温が1時間で10℃から40℃に

変化した場合の熱膨張を計算した結果

から  kg/hと設定。 

これに対し余裕を見込んで，質量流量

で  kg/hとする。 

注記＊：系統内の

保有水量は逃がし

弁が接続されてい

る配管のうち閉塞

状態の弁間にて区

切られた容積に対

して余裕を持った

値で設定する。 
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2. 計測制御系統施設の安全弁等の必要な吹出量の設定根拠

名称 
必要な 

吹出量 
設定根拠 備考 

RV225-1A,B  kg/h 必要な吹出量は，逃がし弁下流のほう

酸水注入系で隔離が生じ，ほう酸水注入

ポンプ1台の定格流量が流入した場合

に，その流入流量を全量逃がし得る容量

として，ほう酸水注入ポンプ1台の定格

流量である  m3/hを必要な吹出量と

して設定し，質量流量で＊  kg/hと

する。 

注記＊：ほう酸注

入ポンプテスト運

転時，内部流体は

純水を使用するた

め，流体の比重量

は保守的に

g/cm3とする。 

RV227-1A,B  kg/h 必要な吹出量は，重大事故等対処設備

として逃がし安全弁へ窒素供給時，逃が

し安全弁窒素ガス供給系及び逃がし安

全弁用窒素ガスボンベの減圧弁が故障

により全開となった場合，供給ガス流量

を全量逃がし得る容量として，体積流量

  m3/h[normal]を吹出量とし，必要

な吹出量は，気体定数 22.4 m3/kmol，窒

素ガス 1kmol あたりの質量が 28.01 

kg/kmol であることから，質量流量で

 kg/hとする。 



5 

別紙 1 

弁座漏えいを想定する原子炉冷却材圧力バウンダリの隔離弁及び 

作動を期待する安全弁について 

原子炉冷却材圧力バウンダリの隔離弁については弁座漏えいを想定している。隔離弁の弁

座から漏えいした場合に作動を期待する安全弁として，「RV222-1A」，「RV222-1B」，「RV222-

1C」及び「RV222-2」がある。これらの安全弁及び弁座漏えいを想定している原子炉冷却材圧

力バウンダリの隔離弁の位置について，図１及び図２に示す。 

図１ 残留熱除去系 工認系統図（Ａ系） 
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図２ 残留熱除去系 工認系統図（Ｂ系） 
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別紙 2 

安全弁及び逃がし弁対象設備の整理結果について 

安全弁及び逃がし弁について「実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則」のうち別

表第二の記載要求に基づき，主配管・容器を防護するための安全弁及び逃がし弁又は有効性

評価において動作を期待する安全弁及び逃がし弁のうち運転時に機能を期待するものについ

て吹出量計算書を作成している。 

ただし，設計基準対象施設に関しては，技術基準規則の要求事項に変更がないため，今回

の申請において吹出量計算書は作成しない。 

また，重大事故等対処設備のうち，原子炉冷却系統施設の逃がし安全弁（RV202-1A～H，J

～M）及び非常用電源設備の空気だめの安全弁については，建設時工認で吹出量計算書を提出

しており，設計基準事故時と使用する系統設備及び使用方法に変更がないこと並びに設計基

準対象施設に関しては技術基準規則の要求事項に変更がないため，今回の申請において吹出

量計算書は作成しない。 

安全弁及び逃がし弁対象設備の整理結果を表１に示す。 

吹出量計算書対象設備の系統図を図１に示す。 



表１　島根２号機　安全弁及び逃がし弁申請対象設備整理表(1/5)

弁番号 弁名称

ＲＶ２０２－１Ａ Ａ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０２－１Ｂ Ｂ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０２－１Ｃ Ｃ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０２－１Ｄ Ｄ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０２－１Ｅ Ｅ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０２－１Ｆ Ｆ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０２－１Ｇ Ｇ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０２－１Ｈ Ｈ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０２－１Ｊ Ｊ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０２－１Ｋ Ｋ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０２－１Ｌ Ｌ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０２－１Ｍ Ｍ－原子炉逃がし安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２０３－１Ａ Ａ－復水ポンプ入口逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０３－１Ｂ Ｂ－復水ポンプ入口逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０３－１Ｃ Ｃ－復水ポンプ入口逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０３－２Ａ Ａ－復水昇圧ポンプ入口逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０３－２Ｂ Ｂ－復水昇圧ポンプ入口逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０３－２Ｃ Ｃ－復水昇圧ポンプ入口逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０３－３Ａ Ａ－第1給水加熱器水室逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０３－３Ｂ Ｂ－第1給水加熱器水室逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０３－３Ｃ Ｃ－第1給水加熱器水室逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０３－４Ａ Ａ－第３給水加熱器水室逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０３－４Ｂ Ｂ－第３給水加熱器水室逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０４－１Ａ Ａ－第５給水加熱器水室逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２０４－１Ｂ Ｂ－第５給水加熱器水室逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

要目表

主
蒸
気
系

復
水
系

給
水
系

別表2

○：対象
×：対象外

工認上の主配
管・容器（ＤＢ／
ＳＡ）を防護する
ための安全弁
／逃がし弁か？

有効性評価に
おいて動作を期
待する安全弁
／逃がし弁か？

運転時に機能
を期待せず保
守／点検等時
にのみ機能を
期待する安全
弁／逃がし弁

か？

補正工認（ＳＡ）

今回の新規制
基準で申請する
安全弁／逃がし

弁か？

吹出量計算書 補正工認（ＤＢ）

施
設
区
分

設
備
区
分

系
統
名

島根２号機
工認

申請実績

○：実績有り
×：実績無し

原
子
炉
冷
却
系
統
設
備

原
子
炉
冷
却
材
の
循
環
設
備
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表１　島根２号機　安全弁及び逃がし弁申請対象設備整理表(2/5)

弁番号 弁名称

要目表

別表2

○：対象
×：対象外

工認上の主配
管・容器（ＤＢ／
ＳＡ）を防護する
ための安全弁
／逃がし弁か？

有効性評価に
おいて動作を期
待する安全弁
／逃がし弁か？

運転時に機能
を期待せず保
守／点検等時
にのみ機能を
期待する安全
弁／逃がし弁

か？

補正工認（ＳＡ）

今回の新規制
基準で申請する
安全弁／逃がし

弁か？

吹出量計算書 補正工認（ＤＢ）

施
設
区
分

設
備
区
分

系
統
名

島根２号機
工認

申請実績

○：実績有り
×：実績無し

ＲＶ２４１－１０Ａ Ａ－第１抽気第６給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × － －

ＲＶ２４１－１０Ｂ Ｂ－第１抽気第６給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × － －

ＲＶ２４１－１１Ａ Ａ－第２抽気第５給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × － －

ＲＶ２４１－１１Ｂ Ｂ－第２抽気第５給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × － －

ＲＶ２４１－１２Ａ Ａ－第３抽気第４給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × － －

ＲＶ２４１－１２Ｂ Ｂ－第３抽気第４給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × － －

ＲＶ２４１－１３Ａ Ａ－第４抽気第３給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × － －

ＲＶ２４１－１３Ｂ Ａ－第４抽気第３給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × － －

ＲＶ２２２－１Ａ Ａ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２２２－１Ｂ Ｂ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２２２－１Ｃ Ｃ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２２２－２ ＲＨＲ　炉水入口配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ ○ ○ ○

高
圧
炉
心

ス
プ
レ
イ
系

ＲＶ２２４－１ ＨＰＣＳポンプ入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ ○ ○ ○

低
圧
炉
心

ス
プ
レ
イ
系

ＲＶ２２３－１ ＬＰＣＳ逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ ○ ○ ○

原
子
炉
隔
離
時
冷

却
系

ＲＶ２２１－１ ＲＣＩＣ　ポンプ入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ ○ ○ ○

低
圧
原
子
炉
代
替

注
水
系

ＲＶ２２２－１Ａ Ａ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × × ○

抽
気
系

残
留
熱
除
去
系

非
常
用
炉
心
冷
却
設
備
そ
の
他
注
水
設
備

原
子
炉
冷
却
系
統
設
備

原
子
炉
冷
却
材
の
循
環
設
備

残
留
熱
除
去
設
備
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表１　島根２号機　安全弁及び逃がし弁申請対象設備整理表(3/5)

弁番号 弁名称

要目表

別表2

○：対象
×：対象外

工認上の主配
管・容器（ＤＢ／
ＳＡ）を防護する
ための安全弁
／逃がし弁か？

有効性評価に
おいて動作を期
待する安全弁
／逃がし弁か？

運転時に機能
を期待せず保
守／点検等時
にのみ機能を
期待する安全
弁／逃がし弁

か？

補正工認（ＳＡ）

今回の新規制
基準で申請する
安全弁／逃がし

弁か？

吹出量計算書 補正工認（ＤＢ）

施
設
区
分

設
備
区
分

系
統
名

島根２号機
工認

申請実績

○：実績有り
×：実績無し

ＲＶ２２２－１Ａ Ａ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ ○ × ○

ＲＶ２２２－１Ｂ Ｂ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ ○ × ○

ＲＶ２２２－１Ｃ Ｃ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ ○ × ○

ＲＶ２２５－１Ａ Ａ－ＳＬＣポンプ出口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × × ○

ＲＶ２２５－１Ｂ Ｂ－ＳＬＣポンプ出口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × × ○

ＲＶ２１４－１Ａ ＲＣＷ　Ａ－ＲＨＲ熱交胴逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２１４－１Ｂ ＲＣＷ　Ｂ－ＲＨＲ熱交胴逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２１４－５Ａ ＲＣＷ　Ａ－ＦＰＣ熱交胴逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２１４－５Ｂ ＲＣＷ　Ｂ－ＦＰＣ熱交胴逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２１４－１０ ＲＣＷ　ＣＵＷ補助熱交換胴逃がし弁 × ○ ○ － ○ － － － × ×

ＲＶ２１３－１ ＣＵＷ　圧力調節弁出口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２１３－３ ＣＵＷ　再生熱交胴逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２１３－４ ＣＵＷ　サージタンク安全弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２４１－１０Ａ A-第1抽気第6給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２４１－１０Ｂ B-第1抽気第6給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２４１－１１A A-第2抽気第5給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２４１－１１Ｂ B-第2抽気第5給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２４１－１２Ａ A-第3抽気第4給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２４１－１２Ｂ B-第3抽気第4給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２４１－１３A A-第4抽気第3給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２４１－１３Ｂ B-第4抽気第3給水加熱器入口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

－

原
子
炉
浄
化
系

原
子
炉
補
機
冷
却
系

残
留
熱
除
去
系

ほ
う
酸
水
注
入
系

蒸
気
タ
ー

ビ
ン
に
係
る
も
の

蒸
気
タ
ー

ビ
ン
の
附
属
設
備

原
子
炉
冷
却
系
統
設
備

非
常
用
炉
心
冷
却
設
備
そ
の
他
注
水
設
備

原
子
炉
冷
却
材
浄
化
設

備

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備
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表１　島根２号機　安全弁及び逃がし弁申請対象設備整理表(4/5)

弁番号 弁名称

要目表

別表2

○：対象
×：対象外

工認上の主配
管・容器（ＤＢ／
ＳＡ）を防護する
ための安全弁
／逃がし弁か？

有効性評価に
おいて動作を期
待する安全弁
／逃がし弁か？

運転時に機能
を期待せず保
守／点検等時
にのみ機能を
期待する安全
弁／逃がし弁

か？

補正工認（ＳＡ）

今回の新規制
基準で申請する
安全弁／逃がし

弁か？

吹出量計算書 補正工認（ＤＢ）

施
設
区
分

設
備
区
分

系
統
名

島根２号機
工認

申請実績

○：実績有り
×：実績無し

ＲＶ２２５－１Ａ Ａ－ＳＬＣポンプ出口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ ○ ○ ○

ＲＶ２２５－１Ｂ Ｂ－ＳＬＣポンプ出口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ ○ ○ ○

ＲＶ２２７－１Ａ Ａ－ＡＤＳ窒素ガス供給装置出口安全弁 × ○ ○ － × ○ ○ ○ × ○

ＲＶ２２７－１Ｂ Ｂ－ＡＤＳ窒素ガス供給装置出口安全弁 × ○ ○ － × ○ ○ ○ × ○

ＲＶ２７７－１Ａ Ａ－気水分離器安全弁 × ○ ○ － ○ × － － － －

ＲＶ２７７－１Ｂ Ｂ－気水分離器安全弁 × ○ ○ － ○ × － － － －

ＲＶ２７７－２ 計装用空気槽安全弁 ○ ○ ○ － ○ × － － － －

ＲＶ２７７－３Ａ Ａ－再生送風機出口安全弁 × ○ ○ － ○ × － － － －

ＲＶ２７７－３Ｂ Ｂ－再生送風機出口安全弁 × ○ ○ － ○ × － － － －

格
納
容
器
代
替
ス
プ

レ
イ
系

ＲＶ２２２－１Ａ Ａ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × × ○

ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注

水
系

ＲＶ２２２－１Ａ Ａ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × × ○

ＲＶ２２２－１Ａ Ａ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × × ○

ＲＶ２２２－１Ｂ Ｂ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × × ○

ほ
う
酸
水
注
入
系

逃
し
安
全
弁

窒
素
ガ
ス
供
給
系

計
装
用
圧
縮
空
気
系

計
測
制
御
系
統
設
備

ほ
う
酸
水
注
入
設
備

残
留
熱
代
替
除
去
系

制
御
用
空
気
設
備

原
子
炉
格
納
容
器
安
全
設
備

圧
力
低
減
設
備
そ
の
他
の
安
全
設
備
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表１　島根２号機　安全弁及び逃がし弁申請対象設備整理表(5/5)

弁番号 弁名称

要目表

別表2

○：対象
×：対象外

工認上の主配
管・容器（ＤＢ／
ＳＡ）を防護する
ための安全弁
／逃がし弁か？

有効性評価に
おいて動作を期
待する安全弁
／逃がし弁か？

運転時に機能
を期待せず保
守／点検等時
にのみ機能を
期待する安全
弁／逃がし弁

か？

補正工認（ＳＡ）

今回の新規制
基準で申請する
安全弁／逃がし

弁か？

吹出量計算書 補正工認（ＤＢ）

施
設
区
分

設
備
区
分

系
統
名

島根２号機
工認

申請実績

○：実績有り
×：実績無し

低
圧
原
子
炉
代
替
注

水
系

ＲＶ２２２－１Ａ Ａ－ＲＨＲ注水配管逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × × ○

ＲＶ２２５－１Ａ Ａ－ＳＬＣポンプ出口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × × ○

ＲＶ２２５－１Ｂ Ｂ－ＳＬＣポンプ出口逃がし弁 × ○ ○ － × ○ ○ × × ○

ＲＶ２２９－１Ａ Ａ－ＦＣＳ　出口安全弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２２９－１Ｂ Ｂ－ＦＣＳ　出口安全弁 × ○ ○ － × ○ ○ × ○ ×

ＲＶ２８０－３００Ａ ＤＥＧ　Ａ－空気だめ（自動）安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２８０－３００Ｂ ＤＥＧ　Ｂ－空気だめ（自動）安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２８０－３０１Ａ ＤＥＧ　Ａ－空気だめ（手動）安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２８０－３０１Ｂ ＤＥＧ　Ｂ－空気だめ（手動）安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２８０－３００Ｈ ＤＥＧ　Ｈ－空気だめ（自動）安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２８０－３０１Ｈ ＤＥＧ　Ｈ－空気だめ（手動）安全弁 ○ ○ ○ － × ○ ○ × ○ ○

ＲＶ２７５－４０１Ａ ３号所内ボイラー用安全弁 ○ ○ － － × － － － × ×

ＲＶ２７５－４０１Ｂ ３号所内ボイラー用安全弁 ○ ○ － － × － － － × ×

ＲＶ２５２－１０１Ａ Ａ－床ドレン濃縮器蒸気管安全弁 ○ ○ － － － － － － × ×

ＲＶ２５２－１０１Ｂ Ｂ－床ドレン濃縮器蒸気管安全弁 ○ ○ － － × － － － × ×

ＲＶ２５２－１０２ 化学廃液濃縮器蒸気管安全弁 ○ ○ － － × － － － × ×

液
体
廃
棄
物
処
理

系

（
床
ド
レ
ン
化

学
廃
液
系

）

非
常
用
電
源
設
備

可
燃
性
ガ
ス
濃
度

制
御
系

所
内
蒸
気

系

（
３
号
所

内
ボ
イ

ラ
ー

）

内
燃
機
関

非
常
用
デ
ィ
ー

ゼ
ル
発
電
設

備

高
圧
炉
心
ス

プ
レ
イ
系

デ
ィ
ー

ゼ
ル

発
電
設
備

放
射
性
物
質
濃
度
制
御
設
備
及

び
可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制
御
設
備

並
び
に
格
納
容
器
再
循
環
設
備

ほ
う
酸
水
注
入
系

補
助
ボ
イ

ラ
ー

補
助
ボ
イ
ラ
ー

ボ
イ
ラ
ー

に
附
属

す
る
管

原
子
炉
格
納
容
器
安
全
設
備

圧
力
低
減
設
備
そ
の
他
の
安
全
設
備
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A-RHR注水配管逃がし弁
（RV222-1A）

RHR炉水入口配管逃がし弁
（RV222-2）

：対象弁

13



C-RHR注水配管逃がし弁
（RV222-1C）

B-RHR注水配管逃がし弁
（RV222-1B）

：対象弁

14



HPCSポンプ入口逃がし弁
（RV224-1）

：対象弁

15



LPCS逃がし弁
（RV223-1）

：対象弁

16



RCICポンプ入口逃がし弁
（RV221-1）

：対象弁

17



：対象弁

A-SLCポンプ出口逃がし弁
（RV225-1A）

B-SLCポンプ出口逃がし弁
（RV225-1B）

18



：対象弁

A-ADS窒素ガス供給装置出口安全弁
（RV227-1A）

B-ADS窒素ガス供給装置出口安全弁
（RV227-1B）

19
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1. 概要 

高圧炉心スプレイ系（以下「HPCS」という。）及び原子炉隔離時冷却系（以下「RCIC」という。）

は，これまで復水貯蔵タンク（以下「CST」という。）を第一水源として運用してきた。重大事故等

時にはサプレッションチェンバ（以下「S/C」という。）を水源として期待するため，CST水位や漏

えい水等を検知し，CSTから S/C切り替えるインターロックを検討したが，確実な水源切替手段の

構築が困難であったため，重大事故等への対応の成立性を確保する観点より，第一水源を CSTから

S/Cへ変更することとした。 

本資料は，第一水源の変更に伴って見直す CST 等の安全機能の重要度や設備の位置付け等につ

いて説明するものである。 

 

2. 安全機能の重要度 

HPCS 及び RCIC の水源である CST は，当該系の機能遂行のうえで不可欠な水源ではないものの，

通常運転時に第一水源として運用していることを踏まえ，直接関連系と位置付けていたが，S/Cへ

の第一水源変更に伴い，CSTは当該系に課せられた設計条件を担保するうえで必要な設備と位置付

けられなくなることから，CSTの安全重要度は，間接関連系の MS-3と整理する。表 2-1に，CSTが

有する安全機能及び第一水源変更前後での重要度の比較を示す。 

整理にあたっては「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」及び

「安全機能を有する電気・機械装置の重要度分類指針」（ＪＥＡＧ４６１２）を参考とした。間接

関連系の定義について「安全機能を有する電気・機械装置の重要度分類指針」（ＪＥＡＧ４６１２）

で以下のとおり示されている。 

「当該系の状態監視機能を有する関連系，及び当該系に課せられた設計条件を担保する上で必

要であるが，その関連系の機能喪失の発生から当該系の機能喪失発生までには相当の時間余裕を

有し，その間に補修又は代替手段が可能な関連系については，当該系の一つ下位のクラス（クラス

２又は３）の重要度を有するものとする。その他の間接関連系はクラス３の重要度を有するものと

する。」 

CST はこの定義における「その他の間接関連系」に該当することから安全機能の重要度を MS-3

と整理した。なお，水源切替弁に相当する復水貯蔵水入口弁（MV224-1，MV221-1），CSTからの吸込

配管も同様に変更となる。この内容については設置変更許可審査時に説明している。 

 

表 2-1 CSTの安全機能の重要度の変更前後の比較 

安全機能 当該系 
重要度 

変更前 変更後 

①原子炉停止後の除熱機能 
HPCS MS-1（直接関連系） MS-3（間接関連系） 

RCIC MS-1（直接関連系） MS-3（間接関連系） 

②炉心冷却機能 HPCS MS-1（直接関連系） MS-3（間接関連系） 

③放射性物質の貯蔵機能 CWT PS-3（当該系） 変更なし 

④プラント運転補助機能 CWT PS-3（直接関連系） 変更なし 

⑤原子炉冷却材の補給機能 
CRD MS-3（当該系） 変更なし 

RCIC MS-3（当該系） MS-3（間接関連系） 

注：CWT：復水輸送系，CRD：制御棒駆動水圧系 
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3. 設備の位置付け 

CSTや CSTからの吸込配管等について，MS-3（間接関連系）への変更に伴い，設計条件を担保す

るうえで必要な設備ではないため，「発電用原子炉を安全に停止するために必要な設備」，「発電用

原子炉施設の安全を確保するために必要な設備」に該当しないことから，機器クラスをクラス２機

器からクラス３機器へ見直す。表 3-1に，第一水源変更前後での機器クラスの比較を示す。 

なお，耐震重要度分類の変更はない。 

 

表 3-1 CST等の機器クラスの変更前後の比較 

設備区分 系統 機器 
機器クラス 

変更前 変更後 

非常用炉心冷却設備その他

原子炉注水設備 

HPCS CST側吸込配管 

（弁 V271-235～弁 MV224-1） 

クラス２管 クラス３管 

原子炉冷却材補給設備 RCIC CST側吸込配管 

（弁 V271-236～弁 MV221-1） 

クラス２管 クラス３管 

CWT 復水貯蔵タンク クラス２容器 クラス３容器 

 

4. 系統構成 

(1) ポンプ吸込弁の開閉状態 

HPCSポンプ及び RCICポンプの吸込弁の通常時の開閉状態については，これまで第一水源である

CST側の吸込弁を「開」，S/C側の吸込弁を「閉」としてきたが，第一水源の変更を踏まえ，S/C側

の吸込弁を「開」，CST側の吸込弁を「閉」に変更する。第一水源変更前後での吸込弁の通常時の開

閉状態比較を表 4-1に示す。 

 

表 4-1 吸込弁の通常時の開閉状態の比較 

系統 弁番号（名称） 変更前 変更後 

HPCS MV224-1（復水貯蔵水入口弁） 開 閉 

MV224-2（トーラス水入口弁）＊ 閉 開 

RCIC MV221-1（復水貯蔵水入口弁） 開 閉 

MV224-3（トーラス水入口弁） 閉 開 

注記＊：主要弁を示す。 
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(2) テストライン 

HPCSポンプ及び RCICポンプのサーベイランスについて，これまでは CSTを水源とし実施してき

たが，第一水源の変更及び実条件性能確認の観点から，今後は S/Cを水源として実施する。 

S/C水源でのテストライン構築のため，HPCS，RCICともに，S/Cへの戻りライン（フルフローラ

イン）を新たに設ける。第一水源変更によるテストラインの構成比較を表 4-2に示す。 

 

表 4-2 テストラインの構成比較 

系統 
変更前 変更後 

水源 戻り先 水源 戻り先 

HPCS CST CST S/C S/C 

B-RHRテストラインへ接続 

RCIC CST CST S/C S/C 

C-RHR系を経由し B-RHRテストライン

へ接続 

 

(3) 水張り・封水ライン 

これまで CSTが第一水源であったため，RCICについては，CSTの水頭による水張り・封水として

いた。第一水源の変更により，S/C の水頭では注水弁（MV221-2）以降の満水維持が難しいため，

CWTからの水張り・封水ラインを新たに設ける。 

また，高圧原子炉代替注水系（以下「HPAC」という。）については，RCICの CST吸込ラインを介

して，水張り・封水とする計画としていたが，RCICの第一水源変更を踏まえ，CWTからの水張りラ

インを新たに設ける。第一水源変更による水張り・封水方法の比較を表 4-3に示す。 

なお，HPCSは従来から CWTによる水張り・封水としており，変更はない。 

 

表 4-3 水張り・封水方法の比較 

系統 変更前 変更後 

HPCS CWTにより実施 （変更なし） 

RCIC CSTの水頭により実施 CWTにより実施 

HPAC CSTの水頭により実施＊ CWTにより実施 

注記＊：HPACについては，第一水源変更前の計画を記載 
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1. 概要

主蒸気隔離弁漏えい制御系は，事故時主蒸気隔離弁からの漏えい蒸気を抑制するために設けて

いるが，島根２号機ではシート性能が向上した主蒸気隔離弁を採用しており，主蒸気隔離弁の後備

設備として設置しておく必要性がなくなったことから，地震時の内部流体漏えい対策として，当該

系統の撤去を行う。 

2. 系統概要

主蒸気隔離弁漏えい制御系は，主蒸気隔離弁の下流側の主蒸気管に設けている主蒸気第３弁，

漏えい蒸気を各主蒸気隔離弁及び主蒸気第３弁間からサプレッションプール水中に導く配管系及

び原子炉棟に導く配管系で構成している。系統概要図を図 2-1に示す。 

主蒸気第３弁の下流側における主蒸気管破断事故時に，主蒸気管流量大や主蒸気管周囲温度高

等の信号による主蒸気隔離弁閉等の信号を確認した後，本系統を手動にて作動させ，主蒸気隔離

弁からの漏えい蒸気をサプレッションプール水中に排出し，プール水中で凝縮させることによっ

て，破断口への蒸気の漏えいを制御できる設計としている。また，冷却材喪失事故時には，主蒸

気隔離弁からの漏えい蒸気を原子炉棟内に導き，非常用ガス処理系にて処理できる設計としてい

る。 

なお，主蒸気隔離弁漏えい制御系は，設計基準事故時に，閉止した主蒸気隔離弁を通ってター

ビン建物へ流入する蒸気漏えい量の低減を目的に設置しているが，安全解析ではその効果を考慮

していないため，撤去による安全解析への影響はない。 

図 2-1 主蒸気隔離弁漏えい制御系 系統概要図 

サプレッションチェンバ

原
子
炉
圧
力
容
器

原子炉格納容器 

タービンへ

ドライウェル 

AO 

格納容器 

内側主蒸気 

隔離弁 

AO 

Ｂ 

MO 

格納容器外側主蒸気隔離弁 主蒸気第 3 弁 

Ｃ Ｄ 

MO 

MO 

Ｂ Ｃ Ｄ 

MO 

Ｂ Ｃ Ｄ 

MO 

MO 

MO 

MO 

MO 

原子炉建物へ 

Ａ系統（Ｂ～Ｄ系統についても同じ） 

凡例 

  ：原子炉圧力が高い場合に S/P へ排出する経路 

  ：原子炉圧力が低い場合に原子炉棟内へ排出する経路 
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3. 撤去範囲 

主蒸気隔離弁漏えい制御系の機能のみを有する範囲については，他の既設設備へ影響を及ぼさ

ない範囲で撤去する。ただし，既設設備への影響を考慮し，主蒸気隔離弁漏えい制御系以外の機

能も有する範囲については，表 3-1に示すとおり今後も維持する。また，機能廃止範囲を図 3-1

に示す。 

 

表 3-1 今後も維持する範囲 

維持する範囲 維持する理由 

主蒸気第３弁 主蒸気管の機器クラスを当該弁により区分する。具体的

には，クラス２機器とクラス３機器を区分する。 

主蒸気内側隔離弁及び外側隔離弁間に

設置されているサプレッションプール

へのベントライン 

プラント停止時における主蒸気管の水抜きのため，ドレ

ンラインとして活用する。 

 

 

 

図 3-1 主蒸気隔離弁漏えい制御系の機能廃止範囲 
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  ：機能廃止範囲のうち今後も維持する範囲 

  ：機能廃止範囲  

クラス１ 

（原子炉冷却材圧力バウンダリ） 

クラス２ クラス３ 
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4. 撤去理由

主蒸気隔離弁漏えい制御系は，主蒸気管破断事故時等に主蒸気隔離弁からの漏えい蒸気を制御

するため設置したものである。島根２号機では，シート性能が向上した主蒸気隔離弁を採用して

いるため，主蒸気隔離弁の漏えい率検査では，判定基準に対し十分低い漏えい率であることを確

認しており，主蒸気隔離弁が高い信頼性を有していることから，主蒸気隔離弁の後備設備として

設置しておく必要性がなくなっている。 

このため，通常運転時に地震等が発生し，本系統配管の破損による蒸気や放射性物質の漏えい

リスク低減のために主蒸気隔離弁漏えい制御系を撤去する。

(1) 主蒸気隔離弁のシート性能向上

島根２号機の主蒸気隔離弁は，漏えいリスク低減を考慮した改良型を採用している。改良型と

は，弁座シート面と弁体が安定して接触するように従来型から弁体の上部ガイド径を縮小するこ

とで，シート性能を向上させている。図 4-1に主蒸気隔離弁の全体図，図 4-2に弁体の改良内容

の概略説明を示す. 

図 4-1 主蒸気隔離弁全体図 
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図 4-2 弁体改良内容の概略図 

(2) 主蒸気隔離弁漏えい率試験

島根２号機の主蒸気隔離弁漏えい率試験（全８弁，内側４弁，外側４弁）の結果を図 4-3及び

図 4-4に示す。判定基準 10％/dayに対し，漏えい率は十分低い結果となっている。 

図 4-3 主蒸気隔離弁漏えい率試験結果（内側弁） 
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図 4-4 主蒸気隔離弁漏えい率試験結果（外側弁） 
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